
重点課題に係る具体的施策

1

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

1 ①

 職業適

性の把

握と就

労につ

ながる

知識・

技能等

の習得

ア

 職業適

性の把

握等

法務省は、矯正施設において、厚生労働省の

協力を得て、就労意欲や職業適性、個々の受

刑者等が持つ能力等を把握するためのアセス

メントを適切に実施するとともに、その結果

を踏まえ、刑期の早い段階から、社会復帰後

を見据え、職業訓練や就労支援指導を計画的

に実施していく体制の整備を検討する。

（修文）

法

務、

厚労

2 イ

施設内

から社

会内へ

の一貫

した指

導・支

援ス

キーム

の確立

法務省は、厚生労働省の協力を得て、効果的

に就労支援を実施するため、出所後の本人を

取り巻く生活環境を踏まえるなどし、矯正施

設在所中から出所後の職場定着までの計画的

かつ一貫した指導・支援に取り組む。

（新規）

法

務、

厚労

3 1 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（就労に向けた職業訓練）

道立高等技術専門学院（MONOテク）や民間

訓練機関等において、若年者や離転職者等に

対して職業に必要な技能・知識を付与するた

めの訓練を実施します。

経済部 1 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（就労に向けた職業訓練）

道立高等技術専門学院（MONOテク）や民間

訓練機関等において、若年者や離転職者等に

対して職業に必要な技能・知識を付与するた

めの訓練を実施します。

経済部

国の第二次計画と道の現行計画の比較と改定方向

【就労・住居の確保等】

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

（

１

）

就

労

の

確

保

等

法務省は、矯正施設及び保護観察所におい

て、コミュニケーションスキルの付与やビジ

ネスマナーの体得を目的とした刑務作業や指

導を行うなど、犯罪をした者等の勤労意欲の

喚起及び就職に必要な知識・技能等の習得を

図るための処遇の充実を図る。

（修文（一部達成））

　【就労・住居の確保等のための取組】

2 2

【就労・住居の確保等を通じた自立支援のための取組】

イ

就労に

必要な

基礎的

能力等

の習得

に向け

た指

導・支

援

法務省は、厚生労働省の協力を得て、矯正施

設における協力雇用主、生活困窮者自立支援

法における就労準備支援事業や認定就労訓練

事業を行う者等と連携した職業講話、社会貢

献作業等を実施する。また、矯正施設及び保

護観察所において、コミュニケーションスキ

ルの付与やビジネスマナーの体得を目的とし

た指導・訓練を行うなど、犯罪をした者等の

勤労意欲の喚起及び就職に必要な知識・技能

等の習得を図るための指導及び支援の充実を

図る。

大

項

目

ウ

就労に

必要な

基礎的

能力等

の習得

に向け

た処遇

等

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【就労・住居の確保等】

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

（

１

）

就

労

の

確

保

等

大

項

目

法

務、

厚労

（

１

）

就

労

の

確

保

等

法務

番

号

法

務、

厚労

番

号

大

項

目

1 1 （

１

）

就

労

の

確

保

等

①

職業適

性の把

握と就

労につ

ながる

知識・

技能等

の習得

ア

職業適

性等の

把握

法務省は、厚生労働省の協力を得て、就労意

欲や職業適性等を把握するためのアセスメン

トを適切に実施する。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

2 （関係職員に対する研修）

生活困窮者自立支援事業の従事者に対して研

修を実施するなど、生活困窮者に対する支援

の充実に努めます。

保健福祉

部

2 ②

就労し

た者の

離職の

防止及

び再就

職支援

（関係職員に対する研修）

生活困窮者自立支援事業の従事者に対して研

修を実施するなど、生活困窮者に対する支援

の充実に努めます。

保健福祉

部

（

１

）

就

労

の

確

保

等

法務省は、矯正施設及び保護観察所におい

て、コミュニケーションスキルの付与やビジ

ネスマナーの体得を目的とした刑務作業や指

導を行うなど、犯罪をした者等の勤労意欲の

喚起及び就職に必要な知識・技能等の習得を

図るための処遇の充実を図る。

（修文（一部達成））

2 2 イ

就労に

必要な

基礎的

能力等

の習得

に向け

た指

導・支

援

法務省は、厚生労働省の協力を得て、矯正施

設における協力雇用主、生活困窮者自立支援

法における就労準備支援事業や認定就労訓練

事業を行う者等と連携した職業講話、社会貢

献作業等を実施する。また、矯正施設及び保

護観察所において、コミュニケーションスキ

ルの付与やビジネスマナーの体得を目的とし

た指導・訓練を行うなど、犯罪をした者等の

勤労意欲の喚起及び就職に必要な知識・技能

等の習得を図るための指導及び支援の充実を

図る。

ウ

就労に

必要な

基礎的

能力等

の習得

に向け

た処遇

等

（

１

）

就

労

の

確

保

等

法務法

務、

厚労
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

総

務、

法

務、

厚労

5 オ

 刑事施

設にお

ける職

業訓練

等の充

実

法

務、

厚労

法務法務省は、各矯正施設において、需要が見込

まれる分野に必要な技能の習得を意識した効

果的な職業訓練等を行うため、総務省及び厚

生労働省の協力を得て、矯正施設、保護観察

所のほか、地方公共団体、都道府県労働局、

地域の経済団体、協力雇用主、各種職業能力

開発施設、専門教育機関等が参画する協議会

等を開催し、各矯正施設における職業訓練等

の方針、訓練科目、訓練方法等について検討

する。その結論を踏まえ、矯正施設職員に対

する研修を充実させること、矯正施設におけ

る職業訓練等に上記の関係機関等が参画する

ことを推進すること等を通じて、矯正施設に

おける職業訓練等の実施体制の強化を図ると

ともに、矯正施設が所在する地域の理解・支

援を得て、外部通勤制度や外出・外泊等を積

極的に活用し、受刑者等に矯正施設の外で実

施される職業訓練を受講させたり、協力雇用

主等を訪問させたりすることを可能とする取

組を推進する。

法務省は、拘禁刑下において、刑務作業が、

受刑者の改善更生及び円滑な社会復帰に必要

な場合に行わせるべきものと位置付けられた

ことを踏まえ、アセスメント結果を基に動機

付けを十分に行って就労意欲を喚起した上

で、個々の受刑者の特性に応じた刑務作業を

適切に課す。また、社会復帰後の自立や就労

を見据えて、実社会で必要となる社会性や自

発性を身に付けさせるためのコミュニケー

ション能力やマネジメント能力等を養成する

刑務作業等を実施するほか、高齢の受刑者や

心身に障害のある受刑者のうち、福祉的支援

の対象とならない者に対しても、就労につな

がるよう、その心身の機能の維持・向上を図

る刑務作業等を実施する。

（旧３を分割・旧２１を統合）

エ

刑事施

設にお

ける受

刑者の

特性に

応じた

刑務作

業の充

実等

4

法務省は、関係機関や犯罪をした者等の雇用

を希望する事業主等から意見を聴取するなど

し、雇用ニーズに合わせて訓練種目の整理を

行うとともに、就労に必要なパソコンスキル

や職場等への定着に欠かせない課題解決能力

については、勤労を中心として自立した社会

生活を営んでいく必要がある全ての受刑者に

対し、訓練・指導する体制を構築する。ま

た、職業訓練を修了した者に対しては、可能

な限り関連する刑務作業に就業させることに

より、身に付けた知識や技能を維持・向上さ

せるほか、出所前における訓練内容の再指導

や、出所後の就労先となる企業と連携した実

践的訓練を積極的に実施するなどし、職業訓

練及び刑務作業が、受刑者の改善更生及び円

滑な社会復帰に資するものとなるよう、その

内容の見直しを含め、より一層の充実強化を

図る。加えて、法務省は、厚生労働省の協力

を得て、協力雇用主、生活困窮者自立支援法

（平成25 年法律第105 号）における就労準

備支援事業や認定就労訓練事業を行う者等と

連携した職業講話や職場定着等に向けた指

導・支援を充実させる。

（旧３を分割・旧２１を統合）

ウ

矯正施

設にお

ける職

業訓練

等の充

実

3 3
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

6 6 イ

非行少

年に対

する就

労支援

警察庁は、非行少年を生まない社会づくりの

活動の一環として少年サポートセンター（都

道府県警察に設置し、少年補導職員を中心に

非行防止に向けた取組を実施）等が行う就労

を希望する少年に対する立ち直り支援につい

て、都道府県警察に対する指導や好事例の紹

介等を通じ、少年の就職や就労継続に向けた

支援の充実を図る。

警察 8 イ

非行少

年に対

する就

労支援

警察庁は、非行少年を生まない社会づくりの

活動の一環として少年サポートセンター（都

道府県警察に設置し、少年補導職員を中心に

非行防止に向けた取組を実施）等が行う就労

を希望する少年に対する立ち直り支援につい

て、都道府県警察に対する指導や好事例の紹

介等を通じ、少年の就職や就労継続に向けた

支援の充実を図る。

警察 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（少年サポートセンターによる取組）

少年サポートセンターにおいて、支援対象少

年や保護者と継続的に連絡を取り、信頼関係

を構築していく中で、求めに応じて、少年の

就労や就労継続に向けた指導・助言等の支援

を行います。

警察本部

（北海道就業支援センターによる支援）

北海道就業支援センター（ジョブカフェ、

ジョブサロン）において、カウンセリングや

職場体験、各種セミナーの開催など就業や職

場定着に向けた支援を行います。

経済部①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（北海道就業支援センターによる支援）

北海道就業支援センター（ジョブカフェ、

ジョブサロン）において、カウンセリングや

職場体験、各種セミナーの開催など就業や職

場定着に向けた支援を行います。

経済部 3 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

7 ②

就職に

向けた

相談・

支援等

の充実

ア

刑務所

出所者

等総合

的就労

支援を

中心と

した就

労支援

の充実

法

務、

厚

労、

国交

35 5 ②

就職に

向けた

相談・

支援等

の充実

ア

刑務所

出所者

等総合

的就労

支援を

中心と

した就

労支援

の充実

法務省及び厚生労働省は、適切な就労先の確

保に向けた生活環境の調整、ハローワーク相

談員の矯正施設への駐在や更生保護施設への

協力の拡大、更生保護就労支援事業の活用な

ど、矯正施設、保護観察所及びハローワーク

の連携による一貫した就労支援対策の一層の

充実を図る。また、法務省及び国土交通省

は、矯正施設及び地方運輸局等の連携による

就労支援対策についても、一層の充実を図

る。

法

務、

厚

労、

国交

法務省は、犯罪をした者等の就労の促進の観

点から需要が見込まれる業種に関し、前科が

あることによる就業や資格取得の制限の在り

方について検討を行い、２年以内を目途に結

論を出し、その結論に基づき、各府省は、所

管の該当する資格制限等について、当該制限

の見直しの要否を検討し、必要に応じた措置

を実施する。

エ

資格制

限等の

見直し

44 法務省は、「前科による資格制限の在り方に

関する検討ワーキンググループ」において実

施した資格制限の見直しに関するニーズ調査

結果、各資格等に関する制限内容及びその趣

旨等に関する調査結果や、少年法等の一部を

改正する法律（令和３年法律第47 号）の審

議における資格制限の見直しに関する議論の

内容等を踏まえ、関係省庁と協力し、前科が

あることによる資格等の制限やその運用の在

り方・方向性について、総合的な検討を進め

る。各府省は、その検討結果を踏まえ、所管

する資格等の制限やその運用の在り方につい

て、業務の性質等も考慮して、見直しの要否

を検討し、必要に応じた措置を講じる。

（修文）

カ

資格制

限等の

見直し

6 各府

省

法務省及び厚生労働省は、犯罪をした者等の

適切な就労先の確保のため、より効果的な連

携体制の在り方を検討するとともに、ハロー

ワーク相談員の矯正施設への駐在や保護観察

所等への協力の拡大など、就労支援対策の一

層の充実を図る。また、法務省及び厚生労働

省は、矯正施設出所後の職場定着につなげる

ため、矯正施設在所中に内定企業や就労を希

望する業種での就労を体験する職場体験を積

極的に実施する。さらに、法務省及び国土交

通省は、矯正施設及び地方運輸局等の連携に

よる就労支援対策についても、一層の充実を

図る。

（修文）

各府

省
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

4 ⑤

関係機

関・団

体との

連携強

化

保護観察所が主催する刑務所出所者等就労支

援事業協議会、刑務所出所者等就労支援推進

協議会に参加し、関係機関・団体との連携を

図っていきます。

経済部

7 ④

犯罪を

した人

等を雇

用する

企業等

の開

拓、社

会的評

価の向

上

（協力雇用主の受注機会の増大）

入札参加資格審査や業務委託における総合評

価に当たり、案件に応じて、加点要素に「多

様な雇用への貢献（協力雇用主）」を設定

し、協力雇用主の受注機会の増大を図ってい

きます。

環境生活

部

8 8 イ

各種事

業者団

体に対

する広

報・啓

発

総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業

省及び国土交通省は、法務省の協力を得て、

関係する各種事業者団体に対し、所属する企

業等に対する広報・啓発を依頼するなどし

て、協力雇用主の拡大に向け、協力雇用主の

活動の意義や協力雇用主に対する支援制度に

ついての積極的な広報・啓発活動を推進す

る。

総

務、

法

務、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

(９に統合) 4 ③

関係機

関・団

体との

連携強

化

保護観察所が主催する刑務所出所者等就労支

援事業協議会、刑務所出所者等就労支援推進

協議会に参加し、関係機関・団体との連携を

図っていきます。

経済部 （国新計画９に対応）

9 9 ウ

多様な

業種の

協力雇

用主の

確保

法務省は、総務省、厚生労働省、農林水産

省、経済産業省及び国土交通省の協力を得

て、協力雇用主として活動している企業等の

業種に大きな偏りがあることを踏まえ、これ

まで協力雇用主のいない業種を含め多様な業

種の協力雇用主の確保に努める。また、刑務

所出所者等を農業の担い手に育成する就業支

援センター等の取組が成果を挙げていること

を踏まえ、農業を始め刑務所出所者等の改善

更生に有用と考えられる業種の協力雇用主の

確保に向けた取組の強化を図る。

総

務、

法

務、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

（９に統合）

法務省は、犯罪をした者等がそれぞれの適性

に応じた業種等に就職できるよう支援するた

め、社会における労働需要や矯正施設におけ

る職業訓練等の内容も踏まえつつ、多様な業

種の協力雇用主の確保に努める。また、各府

省は、法務省の協力を得て、対象となる公共

調達の本来達成すべき目的が阻害されないよ

う留意しつつ、協力雇用主の受注の機会の増

大を図るとともに、関係する各種事業者団体

に対し、所属する企業等への協力雇用主の拡

大に向けた周知を依頼するなど、積極的な広

報・啓発活動を推進する。

（旧７、８、９、１０、１５を統合）

各府

省

7 7 ③

新たな

協力雇

用主の

開拓・

確保

ア

企業等

に対す

る働き

掛けの

強化

法務省は、警察庁及び厚生労働省の協力を得

て、協力雇用主の要件や登録の在り方を整理

するとともに、矯正施設及び保護観察所にお

いて、企業等に対し、協力雇用主の意義や、

コレワークの機能、刑務所出所者等就労奨励

金制度等の協力雇用主に対する支援制度に関

する説明を行うなど、適切な協力雇用主の確

保に向けた企業等への働き掛けを強化する。

警

察、

法

務、

厚労

9 ③

協力雇

用主の

開拓・

確保及

びその

活動に

対する

支援の

充実

ア

多様な

業種の

協力雇

用主の

確保
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

10 10 ④

協力雇

用主の

活動に

対する

支援の

充実

ア

協力雇

用主等

に対す

る情報

提供

法務省は、コレワークにおいて、協力雇用主

等に対して、受刑者等が矯正施設在所中に習

得・取得可能な技能・資格を紹介するととも

に、協力雇用主等の雇用ニーズに合う受刑者

等が在所する矯正施設の紹介や、職業訓練等

の見学会の案内をするほか、総務省、厚生労

働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通

省の協力を得て、協力雇用主の活動を支援す

る施策の周知を図るなど、協力雇用主等に対

する情報提供の充実を図る。また、個人情報

等の適切な取扱いに十分配慮しつつ、犯罪を

した者等の就労に必要な個人情報を適切に提

供していく。

総

務、

法

務、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

10 イ

協力雇

用主等

に対す

る情報

提供

法務省は、コレワークにおいて、協力雇用主

等に対して、受刑者等が矯正施設在所中に習

得・取得可能な技能・資格を紹介するととも

に、協力雇用主等の雇用ニーズに合う受刑者

等が在所する矯正施設の紹介や、職業訓練等

の見学会の案内をするほか、総務省、厚生労

働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通

省の協力を得て、協力雇用主の活動を支援す

る施策の周知を図るなど、協力雇用主等に対

する情報提供の充実を図る。また、個人情報

等の適正な取扱いを確保しつつ、犯罪をした

者等の就労に必要な個人情報を適切に提供す

る。

総

務、

法

務、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立相談支援制度による相談窓口

において、相談者の状況に応じ、ハローワー

クと連携した職業紹介をはじめ、生活習慣や

社会生活面に不安のある方については、一般

就労の準備として、日常的・社会的自立に向

けた支援を行い、一般就労が困難な方につい

ては、就労に必要な知識・能力の向上を図る

ための訓練や生活面・健康面の支援等を行い

ます。

（P5、P8）

保健福祉

部

5 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立支援相談窓口において、住居

のない不安定な就労に従事する人や離職者等

に対する相談対応やハローワーク等と連携し

た就労支援を行います。

（P5、P8、P10）

保健福祉

部

12 12 ウ

住居を

確保で

きない

者を雇

用しよ

うとす

る協力

雇用主

に対す

る支援

法務省は、住込就労が可能な協力雇用主に対

する支援の充実を図るとともに、犯罪をした

者等を雇用しようとする協力雇用主がいて

も、犯罪をした者等が、その通勤圏内に住居

を確保できず、就職できない場合があること

を踏まえ、就労・住居の確保等のための取組

を一体的に実施するなど、通勤圏内に住居を

確保できない犯罪をした者等を雇用しようと

する協力雇用主に対する支援の充実を図る。

法務 （１１に統合） 5 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立支援相談窓口において、住居

のない不安定な就労に従事する人や離職者等

に対する相談対応やハローワーク等と連携し

た就労支援を行います。

保健福祉

部

（国新計画１１に対応）

ウ

協力雇

用主の

不安・

負担の

軽減

法務法務省は、身元保証制度、刑務所出所者等就

労奨励金制度、更生保護就労支援事業といっ

た各種制度や、協力雇用主に対する助言や研

修など、犯罪をした者等を雇用しようとする

協力雇用主の不安や負担を軽減するための支

援の充実を図る。

（旧１２を統合）

11法務法務省は、身元保証制度や刑務所出所者等就

労奨励金制度の活用、協力雇用主に対する助

言など、犯罪をした者等を雇用しようとする

協力雇用主の不安や負担を軽減するための支

援の充実を図る。

イ

協力雇

用主の

不安・

負担の

軽減

1111
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

13 13 エ

協力雇

用主に

関する

情報の

適切な

共有

法務省は、各府省における協力雇用主に対す

る支援の円滑かつ適切な実施に資するよう、

各府省に対して、協力雇用主に関する情報を

適時適切に提供する。

法務 12 エ

協力雇

用主に

関する

情報の

適切な

共有

法務省は、各府省や地方公共団体における協

力雇用主に対する支援の実施に資するよう、

各府省や地方公共団体に対する協力雇用主に

関する情報提供の在り方について検討し、適

切に情報を提供する。

（「地方公共団体」を追記）

法務 6 ②

犯罪を

した人

等を雇

用する

企業等

の開

拓、社

会的評

価の向

上

（協力雇用主制度の周知）

道が主催する各種の企業向けセミナー等にお

いて、国の機関と連携しながら協力雇用主制

度の周知を行います。

環境生活

部

6 ④

犯罪を

した人

等を雇

用する

企業等

の開

拓、社

会的評

価の向

上

（協力雇用主制度の周知）

道が主催する各種の企業向けセミナー等にお

いて、国の機関と連携しながら協力雇用主制

度の周知を行います。

環境生活

部
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

14 14 ⑤

 犯罪を

した者

等を雇

用する

企業等

の社会

的評価

の向上

等

ア

国によ

る雇用

等

法務省は、保護観察対象者を非常勤職員とし

て雇用する取組事例を踏まえ、犯罪をした者

等の国による雇用等を更に推進するための指

針について検討を行い、２年以内を目途に結

論を出し、その結論に基づき、各府省は、各

府省における業務の特性や実情等を勘案し、

その雇用等に努める。

各府

省

13 オ

国によ

る雇用

等の推

進

各府省は、「犯罪をした者等の就労の確保等

のための取組に係る参考指針」を踏まえ、各

府省における業務の特性や実情も勘案し、犯

罪をした者等の雇用等に努める。法務省は、

各府省におけるこうした取組を促進するため

に必要な支援等を行う。

各府

省

15 15 イ

協力雇

用主の

受注の

機会の

増大

法務省は、公共調達において、協力雇用主の

受注の機会の増大を図る指針について検討を

行い、２年以内を目途に結論を出し、その結

論に基づき、各府省は、対象となる公共調達

の本来達成すべき目的が阻害されないよう留

意しつつ、協力雇用主の受注の機会の増大を

図るための取組の推進に配慮する。

各府

省

（９に統合） 7 ②

犯罪を

した人

等を雇

用する

企業等

の開

拓、社

会的評

価の向

上

（協力雇用主の受注機会の増大）

入札参加資格審査や業務委託における総合評

価に当たり、案件に応じて、加点要素に「多

様な雇用への貢献（協力雇用主）」を設定

し、協力雇用主の受注機会の増大を図ってい

きます。

環境生活

部

（国新計画９に対応）

16 16 ウ

補助金

の活用

法務省は、補助金の本来達成すべき目的を阻

害しない範囲内で、協力雇用主の活動に資す

る補助金の活用指針について検討を行い、２

年以内を目途に結論を出し、各府省は、その

結論に基づく取組の推進に配慮する。

各府

省

（削除（達成済））

17 17 エ

協力雇

用主に

対する

栄典

内閣府は、協力雇用主に対する栄典の授与に

係る検討を行い、１年以内を目途に結論を出

し、その結論に基づき施策を実施する。

内閣 （削除（達成済））
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

法

務、

厚労

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立支援相談窓口において、住居

のない不安定な就労に従事する人や離職者等

に対する相談対応やハローワーク等と連携し

た就労支援を行います。（再掲）

（P5、P8、P10）

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立相談支援制度による相談窓口

において、相談者の状況に応じ、ハローワー

クと連携した職業紹介をはじめ、生活習慣や

社会生活面に不安のある方については、一般

就労の準備として、日常的・社会的自立に向

けた支援を行い、一般就労が困難な方につい

ては、就労に必要な知識・能力の向上を図る

ための訓練や生活面・健康面の支援等を行い

ます。（再掲）（P5、P8）

19 19 イ

雇用し

た協力

雇用主

に対す

る継続

的支援

法務省及び厚生労働省は、犯罪をした者等を

雇用した協力雇用主の雇用に伴う不安や負担

を細かに把握し、その協力雇用主に対し、雇

用継続に向けた助言を行うなど、継続的な支

援の充実を図る。

法

務、

厚労

（１４に統合）

20 20 ウ

離職し

た者の

再就職

支援

法務省は、離職した犯罪をした者等を、積極

的に雇用する協力雇用主のネットワークの構

築を図る。また、法務省及び厚生労働省は、

上記協力雇用主のネットワークとハローワー

クが連携するなどし、離職後の速やかな再就

職に向けた犯罪をした者等と協力雇用主との

円滑なマッチングを推進する。

法

務、

厚労

（１４に統合）

⑥ 就職

後の職

場定着

に向け

たフォ

ロー

アップ

の充実

ア

就労し

た者の

離職の

防止

法務省及び厚生労働省は、矯正施設、保護観

察所、更生保護施設、ハローワーク等におい

て、就職した犯罪をした者等に対し、仕事や

職場の人間関係の悩みなどを細かに把握し、

適切な助言を行うなど、離職を防止するため

の支援の充実を図る。

法

務、

厚労

14 ④

就労し

た者の

離職の

防止及

び離職

した者

の再就

職支援

18 18

保健福祉

部

法務省及び厚生労働省は、矯正施設、保護観

察所、更生保護施設、ハローワーク等におい

て、犯罪をした者等に対し、悩みなどを把握

した上で適切な助言を行うなど、離職を防止

するための支援や離職後の再就職に向けた支

援の充実を図る。また、寄り添い型の支援を

行う更生保護就労支援事業などにより、犯罪

をした者等及び協力雇用主の双方に対する継

続的な支援の充実を図ることで、職場定着を

促進するとともに、再就職のための円滑な就

労マッチングを推進する。

（旧１８、１９、２０を統合）

②

就労し

た者の

離職の

防止及

び再就

職支援
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

（4、５に統合）法務省は、障害の程度が福祉的支援を受けら

れる程度ではないものの、一般就労をするこ

とも難しい者や、就労に向けた訓練等が必要

な者など、一般就労と福祉的支援の狭間にあ

る者への対応が課題となっていることを踏ま

え、受刑者等の特性に応じて刑務作業等の内

容の一層の充実を図る。

法務⑦

一般就

労と福

祉的支

援の狭

間にあ

る者の

就労の

確保

ア

受刑者

等の特

性に応

じた刑

務作業

等の充

実

21 21
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

（障がい者に対する就労支援）

障害者就業・生活支援センターにおいて、就

職や職場への定着が困難な障がいのある人や

就業経験のない障がいのある人に対する相談

対応、助言等を行い、職業生活における自立

を支援します。

保健福祉

部

生活困窮者自立支援相談窓口

（生活困窮者に対する就労支援）

生活困窮者自立支援相談窓口において、住居

のない不安定な就労に従事する人や離職者等

に対する相談対応やハローワーク等と連携し

た就労支援を行います。（再掲）

（P5、P7、P10）

保健福祉

部

16 イ

農福連

携に取

り組む

企業・

団体等

やソー

シャル

ビジネ

スとの

連携

法

務、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

23 23 ウ

ソー

シャル

ビジネ

スとの

連携

法務省は、障害者雇用における農福連携の取

組等を参考に、厚生労働省、農林水産省及び

経済産業省の協力を得て、高齢者・障害者の

介護・福祉やホームレス支援、ニート等の若

者支援といった社会的・地域的課題の解消に

取り組む企業・団体等に、犯罪をした者等の

雇用を働き掛けるなど、ソーシャルビジネス

との連携を推進する。

法務、厚労、農林、経済 法務省は、矯正施設及び保護観察所におい

て、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及

び国土交通省の協力を得て、農福連携に取り

組む企業・団体等とも連携し、犯罪をした者

等のうち、障害等により一般の企業等への就

労が困難な者に対する働き掛けを通じて就農

意欲を喚起し、農業等への就労促進を図るほ

か、農福連携関係団体から食材等の調達を推

進する取組を通じ、双方にとって効果的で持

続可能な関係構築を図る。また、高齢者・障

害者の介護・福祉、ホームレス支援、ニート

等の若者支援といった社会的・地域的課題の

解消に取り組む企業・団体等に、協力雇用主

への登録を促し、犯罪をした者等の雇用を働

き掛けるなど、ソーシャルビジネスとの連携

を推進する。

（修文）

8法務省及び厚生労働省は、障害を有している

犯罪をした者等が、その就労意欲や障害の程

度等に応じて、障害者支援施策も活用しなが

ら、一般の企業等への就労や、就労継続支援

Ａ型（雇用契約に基づく就労が可能である者

に対して、雇用契約の締結等による就労の機

会の提供等を行うもの）又は同Ｂ型（雇用契

約に基づく就労が困難である者に対して、就

労の機会の提供等を行うもの）事業における

就労を実現できるよう取り組んでいく。ま

た、生活が困窮していたり、軽度の障害を有

しているなど、一般の企業等への就労が困難

な犯罪をした者等に対しては、生活困窮者自

立支援法（平成25年法律第105号）に基づく

生活困窮者就労準備支援事業や生活困窮者就

労訓練事業の積極的活用を図る。

法務省及び厚生労働省は、障害のある犯罪を

した者等が、その就労意欲や障害の程度等に

応じて、障害者支援施策も活用しながら、一

般の企業等への就労や、就労継続支援A型

（一般の企業等に雇用されることが困難な障

害者に対して、雇用契約の締結等による就労

の機会の提供等を行うもの）又は同B型（一

般の企業等に雇用されることが困難な障害者

に対して、就労の機会の提供等を行うもの）

事業における就労を実現できるよう取り組

む。また、生活が困窮している者で、就労に

向けて一定の準備を必要とする犯罪をした者

等に対しては、生活困窮者自立支援法に基づ

く生活困窮者就労準備支援事業や生活困窮者

就労訓練事業の積極的活用を図る。

⑤

一般就

労と福

祉的就

労の狭

間にあ

る者の

就労の

確保

ア

障害

者・生

活困窮

者等に

対する

就労支

援の活

用

イ

障害

者・生

活困窮

者等に

対する

就労支

援の活

用

法

務、

厚労

1522 22 ③

一般就

労と福

祉的就

労支援

の狭間

にある

者の就

労の確

保

法

務、

厚労

8 ①

就労に

向けた

相談・

支援の

充実

（障がい者に対する就労支援）

障害者就業・生活支援センターにおいて、就

職や職場への定着が困難な障がいのある人や

就業経験のない障がいのある人に対する相談

対応、助言等を行い、職業生活における自立

を支援します。

保健福祉

部
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

24 24 （

２

）

住

居

の

確

保

等

①

矯正施

設在所

中の生

活環境

の調整

の充実

ア

帰住先

確保に

向けた

迅速な

調整

法務省は、平成28年６月に施行された更生保

護法（平成19年法律第88号）の一部改正に

基づき、保護観察所が実施する受刑者等の釈

放後の生活環境の調整における地方更生保護

委員会の関与を強化し、受刑者等が必要とす

る保健医療・福祉サービスを受けることがで

きる地域への帰住を調整するなど、適切な帰

住先を迅速に確保するための取組の充実を図

る。

法務 17 （

２

）

住

居

の

確

保

等

①

矯正施

設在所

中の生

活環境

の調整

の充実

ア

矯正施

設在所

中の生

活環境

の調整

の充実

法務省は、保護観察所による受刑者等の釈放

後の生活環境の調整に地方更生保護委員会が

積極的に関与し、その者が必要とする保健医

療・福祉サービスを受けることができる地域

への帰住を調整する取組を拡大させるなど、

適切な帰住先を迅速に確保するための取組の

充実を図る。

法務 9 （

２

）

住

居

の

確

保

等

③

支援が

必要な

人の帰

住先の

確保

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

更生保護施設や社会福祉施設への入所など、

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

帰住先の確保に向けた支援を行います。

保健福祉

部

9 （

２

）

住

居

の

確

保

等

③

支援が

必要な

人の帰

住先の

確保

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

更生保護施設や社会福祉施設への入所など、

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

帰住先の確保に向けた支援を行います。

（P11、P16、P20）

保健福祉

部

25 25 イ

受刑者

等の親

族等に

対する

支援

法務省は、受刑者等とその親族等の交流にお

いて、必要のある者については、その関係の

改善という点についても配慮するとともに、

受刑者等の親族等に対して、受刑者等の出所

に向けた相談支援等を実施する引受人会・保

護者会を開催するなど、受刑者等の親族等に

対する支援の充実を図る。

法務 18 イ

受刑者

等の親

族等に

対する

支援

法務省は、支援が必要な受刑者等の親族等に

対し、受刑者等との適切な関係の構築という

点に配慮しつつ、出所に向けた相談支援等を

実施する引受人会・保護者会を開催するな

ど、受刑者等の親族等に対する支援の充実を

図る。

法務

26 26 ②

更生保

護施設

等の一

時的な

居場所

の充実

ア

更生保

護施設

におけ

る受入

れ・処

遇機能

の充実

法務省は、社会福祉法人等といった更生保護

法人以外の者による整備を含め、更生保護施

設の整備及び受入れ定員の拡大を着実に推進

するほか、罪名、嗜癖等本人が抱える問題性

や地域との関係により特に受入れが進みにく

い者や処遇困難な者を更生保護施設で受け入

れて、それぞれの問題に応じた処遇を行うた

めの体制の整備を推進し、更生保護施設にお

ける受入れ及び処遇機能の充実を図る。

法務 19 ②

更生保

護施設

等の機

能の充

実・一

時的な

居場所

の確保

ア

更生保

護施設

の整備

及び受

入れ・

法務省は、更生保護施設の整備を着実に推進

するほか、罪名、嗜癖等本人が抱える課題や

地域との関係により特に受入れが進みにくい

者や処遇困難な者を更生保護施設で受け入

れ、それぞれの課題に応じた処遇を行うとと

もに、地域社会での自立生活を見据えた処遇

を行うための体制の整備を推進するなど、更

生保護施設における受入れ及び処遇機能の充

実を図る。

法務

12/61



施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

27 27 イ

更生保

護施設

におけ

る処遇

の基準

等の見

直し

法務省は、高齢者又は障害のある者や薬物依

存症者等を含めた更生保護施設入所者の自立

を促進するため、更生保護事業の在り方の見

直し（Ⅱ第６.１(2)③イ）と併せ、更生保護

施設における処遇の基準等の見直しに向けた

検討を行い、２年以内を目途に結論を出し、

その結論に基づき所要の措置を講じる。

法務 20 イ

自立支

援の中

核的担

い手と

しての

更生保

護施設

等の事

業の促

進及び

委託費

構造の

見直し

法務省は、宿泊保護はもとより、更生保護施

設退所後に向けた高齢者又は障害のある者等

に対する福祉的支援への移行、薬物依存症者

に対する回復支援の実施、満期釈放者や施設

退所者等に対する継続的な通所・訪問支援の

実施等、地域における犯罪をした者等の自立

支援の中核的担い手として多様かつ高度な役

割が更生保護施設に求められるようになり、

その活動が難しさを増していることを踏ま

え、更生保護施設等の事業の促進を図るとと

もに、更生保護委託費の構造等の見直しに向

けた検討を行う。

（旧９４、９５を統合）

法務

28 28 ウ

自立準

備ホー

ムの確

保と活

用

法務省は、厚生労働省及び国土交通省の協力

を得て、専門性を有する社会福祉法人やＮＰ

Ｏ法人などに対する委託により一時的な居場

所の確保等を推進するほか、空き家等の既存

の住宅ストック等を活用するなどして多様な

居場所である自立準備ホームの更なる確保を

進めるとともに、各施設の特色に応じた活用

を図る。

法

務、

厚

労、

国交

21 ウ

自立準

備ホー

ムの確

保と活

用

法務省は、厚生労働省及び国土交通省の協力

を得て、専門性を有する社会福祉法人やNPO

法人などに対する委託により犯罪をした者等

の一時的な居場所の確保等を推進するほか、

空き家等の既存の住宅ストック等を活用する

などして多様な居場所である自立準備ホーム

の更なる確保を進めるとともに、各施設の特

色に応じた活用を図る。

法

務、

厚

労、

国交

29 29 ③

地域社

会にお

ける定

住先の

確保

ア

住居の

確保を

困難に

してい

る要因

の調査

等

法務省は、犯罪をした者等の住居の確保を困

難にしている要因について調査を行い、１年

以内を目途に結論を出し、その調査結果に基

づき、身元保証制度の在り方の見直しを含

め、必要に応じ、所要の施策を実施する。

法務 （削除（達成済）） 10 ④

生活困

窮者の

住居の

確保

生活困窮者自立相談窓口において、住宅の確

保に向けた相談や住居確保給付金の支給、一

時生活支援事業などの支援を行います。

保健福祉

部

10 ④

生活困

窮者の

住居の

確保

生活困窮者自立相談窓口において、住宅の確

保に向けた相談や住居確保給付金の支給、一

時生活支援事業などの支援を行います。

保健福祉

部
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

30 30 イ

住居の

提供者

に対す

る継続

的支援

の実施

法務省は、保護観察対象者等であることを承

知して住居を提供する者に対し、住居の提供

に伴う不安や負担を細かに把握した上で、身

元保証制度の活用を含めた必要な助言等を行

うとともに、個人情報等の適切な取扱いに十

分配慮しつつ、保護観察対象者等についての

必要な個人情報を提供する。併せて、保護観

察対象者等に対し、必要な指導等を行うな

ど、保護観察対象者等であることを承知して

住居を提供する者に対する継続的支援を実施

する。

法務 24 ③

地域社

会にお

ける定

住先の

確保

ウ

住居の

提供者

に対す

る継続

的支援

の実施

法務省は、保護観察対象者等であることを承

知して住居を提供する者に対し、住居の提供

に伴う不安や負担を細かに把握した上で、身

元保証制度の活用を含めた必要な助言等を行

うとともに、個人情報等の適正な取扱いを確

保しつつ、保護観察対象者等についての必要

な個人情報を提供する。併せて、保護観察対

象者等に対し、必要な指導等を行うなど、保

護観察対象者等であることを承知して住居を

提供する者に対する継続的支援を実施する。

（順番入替え）

法務

23 11 （道営住宅への入居における配慮）

道営住宅への入居に当たっては、既存入居者

や入居希望者の方々の理解を深めていく必要

があるため、各施策における普及啓発活動や

住宅支援の状況を注視しながら、十分勘案の

上、配慮していきます。

建設部 11 （道営住宅への入居における配慮）

道営住宅への入居に当たっては、既存入居者

や入居希望者の方々の理解を深めていく必要

があるため、各施策における普及啓発活動や

住宅支援の状況を注視しながら、十分勘案の

上、配慮していきます。

（P13、P47）

建設部

12 （市町村営住宅への入居における配慮）

・市町村営住宅への入居に当たっては、各市

町村に対して地域の実情やストックの状況等

を総合的に十分勘案の上、配慮されるよう周

知を行います。

建設部 12 （市町村営住宅への入居における配慮）

・市町村営住宅への入居に当たっては、各市

町村に対して地域の実情やストックの状況等

を総合的に十分勘案の上、配慮されるよう周

知を行います。

建設部

①

公営住

宅への

入居に

おける

配慮

国交 ①

公営住

宅への

入居に

おける

配慮

31 国土交通省は、保護観察対象者等であること

を承知して住居を提供する場合は、上記（施

策番号22）の法務省による継続的支援が受け

られることを踏まえ、保護観察対象者等が住

居に困窮している状況や地域の実情等に応じ

て、保護観察対象者等の公営住宅への入居を

困難としている要件を緩和すること等につい

て検討を行うよう、引き続き、地方公共団体

に要請する。また、矯正施設出所者について

は、通常、著しく所得の低い者として、公営

住宅への優先入居の取扱いの対象に該当する

旨、引き続き、地方公共団体に周知・徹底を

図る。

（順番入替え）

国交 イ

公営住

宅への

入居に

おける

特別な

配慮

ウ

公営住

宅への

入居に

おける

特別な

配慮

国土交通省は、保護観察対象者等であること

を承知して住居を提供する場合は、上記イの

法務省による継続的支援が受けられることを

踏まえ、保護観察対象者等が住居に困窮して

いる状況や、地域の実情等に応じて、保護観

察対象者等の公営住宅への入居を困難として

いる要件を緩和すること等について検討を行

うよう、地方公共団体に要請する。また、矯

正施設出所者については、通常、著しく所得

の低い者として、公営住宅への優先入居の取

扱いの対象に該当する旨を地方公共団体に周

知・徹底する。

31
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

オ

満期出

所者に

対する

支援情

報の提

供等の

充実

3333 法務法務省は、帰住先を確保できないまま満期出

所となる受刑者等の再犯を防止するため、矯

正施設において、必要が認められる受刑者等

に対し、更生緊急保護や希望する地域の相談

機関に関する情報の提供等、受刑者等の個別

のニーズ等を踏まえた相談支援を行う。ま

た、保護観察所において、更生緊急保護の申

出のあった満期釈放者等に対し、地域の支援

機関等についての必要な情報の提供を行うほ

か、更生緊急保護として、必要に応じ、更生

保護施設や地域の社会資源等を活用した居場

所の確保に向けた支援を行うとともに、定住

先確保のための支援を行う。加えて、刑法等

の一部を改正する法律（令和４年法律第67

号）による改正後の更生保護法に基づき、矯

正施設在所中に更生緊急保護の申出があった

場合は、満期出所後直ちに必要な措置を受け

られるよう、必要な調査や調整を行う。

（修文）

エ

満期釈

放者等

に対す

る支援

情報の

提供等

の充実

25

13 ②

新たな

住宅

セーフ

ティ

ネット

制度の

活用促

進

13 ②

新たな

住宅

セーフ

ティ

ネット

制度の

活用促

進

北海道居住支援協議会や関係団体と連携し、

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

の登録を促進します。

法務省は、帰住先を確保できないまま満期出

所となる受刑者の再犯を防止するため、刑事

施設において、受刑者に対し、更生緊急保護

の制度や希望する地域の相談機関に関する情

報を提供するとともに、保護観察所において

は、更生緊急保護対象者に対し、地域の支援

機関等についての適切かつ充実した情報の提

供を行うとともに、必要に応じ、更生保護施

設等の一時的な居場所の提供や定住先確保の

ための支援を行う。

22 法務省は、国土交通省の協力を得て、保護観

察対象者等の住居の確保のため、居住支援法

人との連携を強化し、住居提供者に対する不

安軽減に向けた取組を行うとともに、見守り

など要配慮者への生活支援を行う居住支援法

人との更なる連携の方策を検討する。また、

法務省は、国土交通省の協力を得て、住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に

関する法律（平成19年法律第112号）に基づ

き、犯罪をした者等のうち、同法第２条第１

項が規定する住宅確保要配慮者に該当する者

に対して、賃貸住宅に関する情報の提供及び

相談の実施に努めるとともに、保護観察対象

者等であることを承知して住居を提供する場

合は、保護観察対象者等に対する必要な指導

等、法務省による継続的支援が受けられるこ

とを周知するなどして、その入居を拒まない

賃貸人の開拓・確保に努める。

（順番入替え）

32 32 エ

賃貸住

宅の供

給の促

進

法務省は、国土交通省の協力を得て、住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に

関する法律（平成19年法律第112号）に基づ

き、犯罪をした者等のうち、同法第２条第１

項が規定する住宅確保要配慮者に該当する者

に対して、賃貸住宅に関する情報の提供及び

相談の実施に努めるとともに、保護観察対象

者等であることを承知して住居を提供する場

合は、上記イの法務省による継続的支援が受

けられることを周知するなどして、その入居

を拒まない賃貸人の開拓・確保に努める。

北海道居住支援協議会や関係団体と連携し、

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

の登録を促進します。

建設部ア

居住支

援法人

との連

携の強

化

建設部法

務、

国交

法

務、

国交

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

2

14 （支援が必要な人に対するサービスの提供）

・北海道地域生活定着支援センターにおい

て、矯正施設出所後に自立した生活を営　む

ことが困難と認められる高齢者や障がいのあ

る人に対して、保護観察所や矯正施設等と連

携・協力しながら、社会福祉施設等への入所

等の必要な保健医療・福祉サービスが円滑に

利用できるよう支援を行います。

保健福祉

部

14 （支援が必要な人に対するサービスの提供）

・北海道地域生活定着支援センターにおい

て、矯正施設出所後に自立した生活を営むこ

とが困難と認められる高齢者や障がいのある

人に対して、保護観察所や矯正施設等と連

携・協力しながら、社会福祉施設等への入所

等の必要な保健医療・福祉サービスが円滑に

利用できるよう支援を行います。

（P15、P18）

保健福祉

部

15 （生活困窮者に対する自立支援）

・生活困窮者自立相談窓口において、生活困

窮者自立支援制度に基づく自立相談支援事業

や一時生活支援事業の実施などにより、生活

困窮者の自立を包括的かつ継続的に支援しま

す。

保健福祉

部

15 （生活困窮者に対する自立支援）

・生活困窮者自立相談窓口において、生活困

窮者自立支援制度に基づく自立相談支援事業

や一時生活支援事業の実施などにより、生活

困窮者の自立を包括的かつ継続的に支援しま

す。

保健福祉

部

法務法務省は、矯正施設において、社会福祉士等

によるアセスメントを適切に実施し、福祉的

支援の必要が認められる者に対し、支援に関

する方針を明確にした上で、福祉関係機関等

の協力を得ながら、健康運動指導や福祉サー

ビスに関する知識及び社会適応能力等を習得

させるための指導を行うとともに、福祉施設

の事前体験等の機会を適切に設けるなどし、

福祉的支援についての動機付けも含む円滑な

社会復帰に向けた指導を行う。また、福祉的

支援の必要が認められるものの就労が可能な

者に対しては、個人の特性に応じて就労に向

けた支援を行うなど、個々の特性に応じた必

要な支援の充実を図る。

（修文）

35 35 イ

高齢者

又は障

害のあ

る者等

である

受刑者

等に対

する指

導

法務省は、歩行や食事等の日常的な動作全般

にわたって介助やリハビリを必要とする受刑

者等が増加していることを踏まえ、高齢者又

は障害のある者等である受刑者等の円滑な社

会復帰のため、体力の維持・向上のための健

康運動指導や福祉サービスに関する知識及び

社会適応能力等の習得を図るための指導につ

いて、福祉関係機関等の協力を得ながら、そ

の指導内容や実施体制等の充実を図る。

法務 27 イ

高齢者

又は障

害のあ

る者等

である

受刑者

等に対

する指

導

法務省は、犯罪をした高齢者又は障害のある

者等が円滑に必要な福祉サービスを利用でき

るようにするため、少年鑑別所におけるアセ

スメント機能の充実を図るとともに、矯正施

設における社会福祉士等の活用や、保護観察

所における福祉サービス利用に向けた調査・

調整機能の強化を図ることにより、福祉的支

援が必要な者の掘り起こしや福祉サービスの

ニーズの把握を適切に行う。また、検察庁に

おいては、入口支援の実施に当たって効果的

な支援先の選定ができるよう、可能な限り弁

護人とも協働しつつ、支援対象者の抱える課

題や福祉サービスのニーズを適切に把握す

る。

（修文）

法務 （

１

）

高

齢

者

や

障

が

い

者

等

へ

の

支

援

等

①

保健医

療・福

祉サー

ビスの

提供

（

１

）

高

齢

者

や

障

が

い

者

等

へ

の

支

援

等

①

保健医

療・福

祉サー

ビスの

提供

34 34 （

１

）

高

齢

者

又

は

障

害

の

あ

る

者

等

へ

の

支

援

等

①

関係機

関にお

ける福

祉的支

援の実

施体制

等の充

実

ア

刑事司

法関係

機関に

おける

アセス

メント

機能等

の強化

法務省は、犯罪をした者等について、これま

で見落とされがちであった福祉サービスの

ニーズを早期に把握して福祉サービスの利用

に向けた支援等を実施することにより円滑に

福祉サービスを利用できるようにするため、

少年鑑別所におけるアセスメント機能の充実

を図るとともに、矯正施設における社会福祉

士等の活用や、保護観察所における福祉サー

ビス利用に向けた調査・調整機能の強化を図

る。

法務 26 （

１

）

高

齢

者

又

は

障

害

の

あ

る

者

等

へ

の

支

援

等

①

関係機

関にお

ける福

祉的支

援の実

施体制

等の充

実

ア

刑事司

法関係

機関に

おける

アセス

メント

機能等

の強化

【保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組】【保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組】 【保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組】 【保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組】
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

地域生活定着支援センターの取組、地方公共

団体との協働

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

更生保護施設や社会福祉施設への入所など、

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

帰住先の確保に向けた支援を行います。（再

掲）

（P11、P16、P20）

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

地区懇談会を開催するなど、国や市町村、関

係団体との連携や地域ネットワークの構築を

推進します。（再掲）

（P16、P17、P20）

37 37 エ

更生保

護施設

におけ

る支援

の充実

法務省は、「宣言」において設定された目標

を踏まえつつ、犯罪をした高齢者又は障害の

ある者等の更生保護施設における受入れやそ

の特性に応じた必要な支援の実施を充実させ

るための施設・体制の整備を図る。

法務 （３２に統合）

38 38 オ

刑事司

法関係

機関の

職員に

対する

研修の

実施

法務省は、刑事司法の各段階において、犯罪

をした者等の福祉的支援の必要性を的確に把

握することができるよう、刑事司法関係機関

の職員に対して、高齢者及び障害のある者等

の特性等について必要な研修を実施する。

法務 （３２に統合）

法務省及び厚生労働省は、矯正施設、保護観

察所及び地域生活定着支援センター等の多機

関連携により、釈放後速やかに適切な福祉

サービスに結び付ける特別調整の取組につい

て、その運用状況等を踏まえ、一層着実な実

施を図る。また、高齢者又は障害のある者等

であって自立した生活を営む上での困難を有

する者等に必要な保健医療・福祉サービスが

提供されるようにするため、矯正施設、保護

観察所及び地域の保健医療・福祉関係機関等

との連携が重要であることを踏まえ、矯正施

設、保護観察所及び地域生活定着支援セン

ターなどの関係機関との連携機能の充実強化

を図る。

ウ

矯正施

設、保

護観察

所及び

地域生

活定着

支援セ

ンター

等の多

機関

連携の

強化等

3636 法

務、

厚労

法務省及び厚生労働省は、特別調整の取組に

ついて、矯正施設、保護観察所、地域生活定

着支援センター等の多機関連携はもとより、

地方公共団体とも協働しつつ、一層着実な実

施を図る。また、特別調整の対象とはならな

いものの、高齢者又は障害のある者等であっ

て自立した生活を営む上での困難を有する者

等に対し、必要な保健医療・福祉サービスが

提供されるようにするため、矯正施設、保護

観察所、更生保護施設、地域生活定着支援セ

ンター、地方公共団体、地域の保健医療・福

祉関係機関等の連携の充実強化を図る。

（「地方公共団体」を追記）

ウ

矯正施

設、保

護観察

所、更

生保護

施設、

地域生

活定着

支援セ

ン

ター、

地方公

共団体

等の多

機関連

携の強

化等

28法

務、

厚労

保健福祉

部

④

地域生

活定着

支援セ

ン

ター、

地方公

共団体

等の多

機関連

携の強

化等
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

16 （出所者等に対する情報提供）

出所後等に保健福祉サービスをスムーズに利

用できるよう、国や市町村等と連携した出所

者等に対する保健福祉サービスの周知の方法

について検討します。

環境生活

部

16 （出所者等に対する情報提供）

出所後等に保健福祉サービスをスムーズに利

用できるよう、国や市町村等と連携した出所

者等に対する保健福祉サービスの周知の方法

について検討します。

環境生活

部

啓発活動等で、関係機関と連携して取組を進

める。

【北海道支援情報ナビ】

通信アプリLINEを活用し、生活や心の悩み

や困りごとに対する道内の相談窓口を紹介す

る「北海道支援情報ナビ」を運営する事業者

と事業連携。登録希望の民間団体を募集し、

支援情報の充実を図る。

保健福祉

部

②

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用に

関する

地方公

共団体

等との

連携の

強化

ア

地域福

祉計

画・地

域医療

計画に

おける

位置付

け

3939 （７９に統合）法

務、

厚労

厚生労働省は、地方公共団体が、地域福祉計

画や地域医療計画を策定するに当たり、再犯

防止の観点から、高齢者又は障害のある者等

を始め、保健医療・福祉等の支援を必要とす

る犯罪をした者等に対し、保健医療・福祉

サービス、住まい、就労、その他生活困窮へ

の支援などの地域での生活を可能とするため

の施策を総合的に推進するよう、必要な助言

を行う。法務省及び厚生労働省は、地方公共

団体が地方再犯防止推進計画を策定するに当

たり、地域福祉計画を積極的に活用していく

ことも考えられることから、関係部局と連携

を図るよう、必要な周知を行う。

保健福祉

部

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

地区懇談会を開催するなど、国や市町村、関

係団体との連携や地域ネットワークの構築を

推進します。

②

関係機

関・団

体との

連携強

化

15 保健福祉

部

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

地区懇談会を開催するなど、国や市町村、関

係団体との連携や地域ネットワークの構築を

推進します。

（P16、P17、P20）

②

関係機

関・団

体との

連携強

化

15

①

保健医

療・福

祉サー

ビスの

提供

40 厚労 ①

保健医

療・福

祉サー

ビスの

提供

30厚労40 イ

社会福

祉施設

等の協

力の促

進

厚生労働省は、高齢者又は障害のある者等に

福祉サービスを提供する社会福祉施設等に支

給する委託費等の加算措置の充実を含め、社

会福祉施設等全体の取組に対する評価につい

て更に検討を行うなど、社会福祉施設等によ

る高齢者又は障害のある者等への福祉サービ

スの提供の促進を図る。

厚生労働省は、犯罪をした高齢者又は障害の

ある者等が地域社会で生活できるよう、自立

に向けた訓練や就労の支援を行うなど、社会

福祉施設等による福祉サービスの提供の充実

を図る。

（順番入替え）

②

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用に

関する

地方公

共団体

等との

連携の

強化

イ

社会福

祉施設

等の協

力の促

進
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

（支援が必要な人に対するサービスの提供）

・北海道地域生活定着支援センターにおい

て、矯正施設出所後に自立した生活を営むこ

とが困難と認められる高齢者や障がいのある

人に対して、保護観察所や矯正施設等と連

携・協力しながら、社会福祉施設等への入所

等の必要な保健医療・福祉サービスが円滑に

利用できるよう支援を行います。

（P15、P18）

保健福祉

部

42 42 ③

 高齢者

又は障

害のあ

る者等

への効

果的な

入口支

援の実

施

ア

刑事司

法関係

機関の

法務省は、検察庁において社会復帰支援を担

当する検察事務官や社会福祉士の配置を充実

させるなど、検察庁における社会復帰支援の

実施体制の充実を図るとともに、保護観察所

において福祉的支援や更生緊急保護を担当す

る保護観察官の配置を充実させるなど、保護

観察所における実施体制の充実を図り、入口

支援が必要な者に対する適切な支援が行われ

る体制を確保する。

法務 （３２に統合）

②

関係機

関・団

体との

連携強

化

ウ

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用に

向けた

手続の

円滑化

29 ア

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用に

向けた

手続の

円滑化

法務省及び厚生労働省は、犯罪をした高齢者

又は障害のある者等が、速やかに、障害者手

帳の交付、保健医療・福祉サービスの利用の

必要性の認定等を受け、これを利用すること

ができるよう、地方公共団体との調整を強化

するなどして、釈放後の円滑な福祉サービス

の受給を促進する。また、法務省は、住民票

が消除されるなどした受刑者等が、矯正施設

出所後速やかに保健医療・福祉サービスを利

用することができるよう、引き続き、矯正施

設・更生保護官署の職員に対して住民票に関

する手続等の周知・徹底を図る。

（順番入替え）

法

務、

厚労

41 41 総

務、

法

務、

厚労

法務省及び厚生労働省は、犯罪をした高齢者

又は障害のある者等が、速やかに、障害者手

帳の交付、保健医療・福祉サービスの利用の

必要性の認定等を受け、これを利用すること

ができるよう、総務省の協力を得て実施責任

を有する地方公共団体の明確化を含む指針等

を作成し、地方公共団体に対してその周知徹

底を図る。また、法務省は、住民票が消除さ

れるなどした受刑者等が、矯正施設出所後速

やかに保健医療・福祉サービスを利用するこ

とができるよう、総務省の協力を得て矯正施

設・保護観察所の職員に対して住民票に関す

る手続等の周知徹底を図るなどし、矯正施設

在所中から必要な支援を実施する。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

③

被疑者

等への

支援を

含む効

果的な

入口支

援の実

施

法

務、

厚労

31 ③

被疑者

等への

支援を

含む効

果的な

入口支

援の実

施

法

務、

厚労

法務省は、保護観察所において、更生緊急保

護の枠組みを活用し、検察庁を含む関係機関

との連携により、勾留中の被疑者の段階か

ら、その支援の必要性に応じ、本人の意思や

ニーズを踏まえつつ、住居、就労先、福祉

サービス等に係る生活環境の調整を行うとと

もに、釈放後に、重点的な生活指導や福祉

サービスに係る調整等を行う。法務省及び厚

生労働省は、これら被疑者・被告人のうち、

高齢又は障害により、自立した生活を営む上

で、公共の福祉に関する機関その他の機関に

よる福祉サービスを受けることが必要な者に

対し、検察庁、保護観察所、地域生活定着支

援センター等の多機関連携により、釈放後速

やかに適切な福祉サービスに結び付ける取組

について、本人の意思やニーズを踏まえつ

つ、地方公共団体とも協働し、着実な実施を

図る。

（修文）

 43 イ

刑事司

法関係

機関と

保健医

療・福

祉関係

機関等

との連

携の在

り方の

検討

法務省及び厚生労働省は、Ⅱ第７.１(2)①ウ

に記載の地域のネットワークにおける取組状

況も参考としつつ、一層効果的な入口支援の

実施方策を含む刑事司法関係機関と保健医

療・福祉関係機関等との連携の在り方につい

ての検討を行い、２年以内を目途に結論を出

し、その結論に基づき施策を実施する。

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

刑事司法手続の入口段階にある被疑者・被告

人等で、福祉的支援を必要とする高齢又は障

がいにより自立した生活を営むことが困難な

者に対し、釈放後すぐに福祉サービスが利用

できるように調整、支援を行います。

保健福祉

部
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

44 32 ④

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用の

促進等

のため

の研

修・体

制の整

備

(ｱ)

法務省は、検察庁における社会復帰支援を担

当する検察事務官や社会福祉士、矯正施設に

おける福祉専門官等及び保護観察所における

更生緊急保護等の社会復帰支援を担当する保

護観察官の配置を充実させるなど、検察庁、

矯正施設及び保護観察所における社会復帰支

援の実施体制の充実を図る。また、犯罪をし

た者等の福祉的支援の必要性を的確に把握す

ることができるよう、刑事司法関係機関の職

員に対する高齢者及び障害のある者等の特性

等に関する研修を実施する。

法

務、

厚労

(ｲ)

更生保

護施設

法務省は、犯罪をした高齢者又は障害のある

者等の更生保護施設における受入れやその特

性に応じた支援の実施を充実させるための施

設・体制の整備を図る。

地域生活定着支援センター

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

更生保護施設や社会福祉施設への入所など、

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

帰住先の確保に向けた支援を行います。（再

掲）

（P11、P16、P20）

北海道地域生活定着支援センターにおいて、

地区懇談会を開催するなど、国や市町村、関

係団体との連携や地域ネットワークの構築を

推進します。（再掲）

（P16、P17、P20）

⑤

保健医

療・福

祉サー

ビスの

利用の

促進等

のため

の体制

の整備

厚生労働省は、地域生活定着支援センターに

ついて、その実施主体である地方公共団体と

協働し、活動基盤の充実を図るとともに、同

センターの職員に対する必要な研修を実施す

る。

また、法務省は、地域の保健医療・福祉関係

機関の職員等に対し、刑事司法手続等に関す

る必要な研修を実施する。

（旧３７、３８、４２を統合）

(ｳ)

地域生

活定着

支援セ

ン

ター、

保健医

療・福

祉関係

機関

保健福祉

部

21/61



施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

教育庁

警察本部

保健福祉

部

警察本部

保健福祉

部

47 45 イ

矯正施

設・保

護観察

所にお

ける薬

物指導

等体制

の整備

法務省は、厚生労働省の協力を得て、指導に

当たる職員の知識・技能の向上や、保護観察

所における薬物処遇の専門性を有する管理職

員の育成・配置など、薬物事犯者に対する指

導体制の充実を図る。

法

務、

厚労

（３４に統合）

（

２

）

薬

物

依

存

を

有

す

る

人

へ

の

支

援

等

①

薬物依

存に関

する治

療・支

援に繋

げる取

組

精神保健福祉業務の研修（掲載位置の変更）

（関係職員に対する研修）

精神保健福祉業務に従事する職員等が依存症

の理解・援助等を習得し、技術の向上を図る

ため研修を実施します。

保健福祉

部

18 （２

）薬

物依

存を

有す

る人

への

支援

等

①

薬物依

存に関

する治

療・支

援に繋

げる取

組

精神保健福祉業務の研修（掲載位置の変更）

（関係職員に対する研修）

精神保健福祉業務に従事する職員等が依存症

の理解・援助等を習得し、技術の向上を図る

ため研修を実施します。

保健福祉

部

1846 44 （２）

薬物依

存を有

する者

への支

援

①

刑事司

法関係

機関等

におけ

る効果

的な指

導の実

施等

ア

再犯リ

スクを

踏まえ

た効果

的な指

導の実

施

法務省は、厚生労働省の協力を得て、矯正施

設及び保護観察所において、薬物事犯者ごと

に、その再犯リスクを適切に把握した上で、

そのリスクに応じた専門的指導プログラムを

一貫して実施するとともに、そのための処遇

情報の確実な引継ぎを図る。

法

務、

厚労

34

⑤ 　薬

物乱用

防止に

関する

広報・

啓発

薬物乱用防止啓発

（児童生徒に対する普及啓発）

麻薬取締官ＯＢや警察職員、保健所職員等の

協力を得ながら、各学校に対して薬物に対す

る正しい知識等に関する啓発資材を配布した

り、薬物乱用防止教室を実施するなど、児童

生徒の薬物乱用防止対策の普及啓発に取り組

みます。（再掲）

（P21、P24）

薬物乱用防止に関する啓発資材の作成や、地

域のイベント等啓発機会を通じて、地域住民

への普及啓発に取り組みます。（再掲）

（P21、P24）

45

②

刑事司

法関係

機関等

におけ

る効果

的な指

導の実

施等

ア

再犯リ

スクを

踏まえ

た効果

的な指

導等の

実施

法務省は、厚生労働省の協力を得て、矯正施

設及び保護観察所において、薬物事犯者の再

犯リスク等を適切に把握した上で、専門的プ

ログラムなどの指導を一貫して実施するとと

ともに、関係機関と連携した生活環境の調整

や社会復帰支援を充実させる。また、薬物依

存の問題を抱える者の回復過程においては、

アルコールや医薬品への依存に陥る場合があ

るとの指摘があることや、犯罪をした者等の

中には、アルコールや医薬品への依存が認め

られる者が一定数いることを踏まえ、そうし

た個々の対象者が抱える問題に応じた指導や

支援を併せて実施する。加えて、指導・支援

の効果をより一層高めるため、指導内容・方

法の改善を図るほか、薬物依存症に関する知

見を深める機会を充実させるなどして、指導

や支援に当たる職員の育成を進める。

（旧４４、４５、５７を統合）

法

省、

厚労

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

（２

）薬

物依

存の

問題

を抱

える

者へ

の支

援等

33 ①

薬物乱

用を未

然に防

止する

ための

広報・

啓発活

動の充

実

警察庁、法務省、文部科学省及び厚生労働省

は、薬物乱用を許容しない環境づくりが最大

の再犯防止策であることを踏まえ、薬物乱用

を未然に防止するため、広く国民に対し、薬

物乱用の危険性や有害性、薬物乱用への勧誘

に対する対応方法等について、効果的な広

報・啓発を実施する。

（新規・旧５１を含む）
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

48 35 イ

増加す

る大麻

事犯に

対応し

た処遇

等の充

実

法務省は、厚生労働省の協力を得て、少年院

における大麻に関する新たな指導教材の作成

を行うとともに、保護観察所における専門的

プログラムに大麻に関する指導項目を新設す

るなど、大麻事犯に対応した処遇の充実を図

る。厚生労働省は、大麻規制の見直しについ

ての検討を進め、その検討結果に基づき、法

改正を含む所要の措置を講じるほか、主とし

て若年者に対して、大麻の危険性等を周知す

るための広報・啓発活動を推進する。

（新規）

法

務、

厚労

49 46 ウ

更生保

護施設

による

薬物依

存回復

処遇の

充実

法務省は、薬物事犯者の中には、地域におい

て薬物乱用を繰り返していたことにより、あ

るいは、薬物密売者等からの接触を避けるた

め、従前の住居に戻ることが適当でない者が

多く存在することを踏まえ、更生保護施設に

おける薬物事犯者の受入れ、薬物依存からの

回復に資する処遇を可能とする施設や体制の

整備を推進し、更生保護施設による薬物依存

回復処遇の充実を図る。

法務 36 ウ

更生保

護施設

等によ

る薬物

依存回

復処遇

の充実

法務省は、薬物事犯者の中には、再犯につな

がるおそれのある環境から離脱するため従前

の住居に戻ることが適当でない者が多く存在

すること等を踏まえ、更生保護施設等におけ

る薬物事犯者の受入れを促進するとともに、

薬物依存からの回復に資する処遇を行うため

の施設や体制の整備を推進し、更生保護施設

等による薬物依存回復処遇の充実を図る。

法務

50 37 エ

麻薬取

締部が

実施す

る薬物

乱用防

止対策

事業の

拡大

厚生労働省は、法務省と連携し、「薬物乱用

者に対する再乱用防止対策事業」として、薬

物事犯に係る保護観察の付かない全部執行猶

予判決を受けた者等を対象にプログラム等を

実施しているところ、同事業の拡充に向けた

検討を進める。

（新規）

法

務、

厚労
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

法

務、

厚労

19 ①

薬物依

存に関

する治

療・支

援に繋

げる取

組

（薬物依存症からの回復に向けた支援）

北海道立精神保健福祉センターにおいて、薬

物等依存症の専門相談に対応するとともに、

薬物依存症からの回復に向けた支援を行いま

す。

保健福祉

部

19 ①

薬物依

存に関

する治

療・支

援に繋

げる取

組

（薬物依存症からの回復に向けた支援）

北海道立精神保健福祉センターにおいて、薬

物等依存症の専門相談に対応するとともに、

薬物依存症からの回復に向けた支援を行いま

す。

保健福祉

部

③

治療・

支援等

を提供

する保

健医療

機関等

の充実

及び円

滑な利

用の促

進

ア

薬物依

存の問

題を抱

える者

等に対

応する

専門医

療機関

等の拡

④

薬物事

犯者の

再犯防

止施策

の効果

検証及

び効果

的な方

策の検

討

法務省及び厚生労働省は、刑の一部執行猶予

判決を受けた者の再犯状況、刑事司法関係機

関や保健医療機関等における指導・支援の効

果等を検証するとともに、諸外国において薬

物依存症からの効果的な回復措置として実施

されている各種拘禁刑に代わる措置について

調査を行うなどし、新たな取組を試行的に実

施することも含め、我が国における薬物事犯

者の再犯の防止等において効果的な方策につ

いて検討を行う。

（順番入替え）

52 48

42法務省及び厚生労働省は、薬物事犯者の再犯

の防止等に向け、刑の一部の執行猶予制度の

運用状況や、薬物依存症の治療を施すことの

できる医療機関や相談支援等を行う関係機関

の整備、連携の状況、自助グループ等の活動

状況等を踏まえ、海外において薬物依存症か

らの効果的な回復措置として実施されている

各種拘禁刑に代わる措置も参考にしつつ、新

たな取組を試行的に実施することを含め、我

が国における薬物事犯者の再犯の防止等にお

いて効果的な方策について検討を行う。

47

厚生労働省は、薬物依存の問題を抱える者等

が、地域において、専門的な相談や入院から

外来までの継続的な治療を受けることができ

るようにするため、相談支援や専門医療に従

事する者の確保及び育成を進めるとともに、

専門医療機関等の拡充や一般医療機関におけ

る適切な対応の促進を図る。警察庁、法務省

及び厚生労働省は、薬物依存の問題を抱える

者等を、保健医療機関等へ適切につなぐこと

ができるようにするため、各関係機関間にお

いて、情報共有、課題の抽出及び解決方策の

検討をするなどし、連携体制の強化を図る。

また、薬物依存の問題を抱える者だけではな

く、その親族を始めとした身近な者が適切な

機関に相談できるようにするため、精神保健

福祉センターを始めとした相談支援機関等の

周知を行うなど、支援に関する情報について

の広報・啓発活動を推進する。

（旧４８、４９、５２、５７を統合）

②

治療・

支援等

を提供

する保

健・医

療機関

等の充

実

ア

薬物依

存症治

療の専

門医療

機関の

拡大

厚生労働省は、薬物依存症の治療を提供でき

る医療機関が限られており、薬物依存症者の

中には、遠方の医療機関への通院が困難であ

るため、治療を受けない者や治療を中断して

しまう者が存在することを踏まえ、薬物依存

症を含む依存症治療の専門医療機関の更なる

充実を図るとともに、一般の医療機関におけ

る薬物依存症者に対する適切な対応を促進す

る。

警

察、

法

務、

厚労

厚労

51 エ

薬物事

犯者の

再犯防

止対策

の在り

方の検

討

法

務、

厚労

38
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

教育庁 教育庁

警察本部 警察本部

保健福祉

部

保健福祉

部

警察本部 警察本部

保健福祉

部

保健福祉

部

厚労 39 法

務、

厚労

22 （民間団体の活動支援）

関係機関や相談員、ボランティア等との相互

の連携を図り、求めに応じて、講演会等へ職

員を派遣する等、必要な支援を行います。

保健福祉

部

22 （民間団体の活動支援）

関係機関や相談員、ボランティア等との相互

の連携を図り、求めに応じて、講演会等へ職

員を派遣する等、必要な支援を行います。

保健福祉

部

23 （自助グループとの連携）

薬物依存を有する人に対する支援を行う自助

グループの活動紹介を行うなど、関係団体と

の連携を図ります。

環境生活

部

23 （自助グループとの連携）

薬物依存を有する人に対する支援を行う自助

グループの活動紹介を行うなど、関係団体と

の連携を図ります。

環境生活

部

55 51 エ

薬物依

存症者

の親族

等の知

識等の

向上

厚生労働省は、一般国民に向けた講習会の開

催や、冊子の配布等を通じ、薬物依存症につ

いての一般国民、取り分け、薬物依存症者の

親族等の意識・知識の向上を図る。

厚労 （３３に統合） 24 ③

薬物事

犯者の

家族に

対する

支援

北海道立精神保健福祉センターにおいて、薬

物依存に悩む本人や家族等への個別相談に対

応しているほか、薬物問題を持つ人のための

ワンデイ・セミナーを実施します。

保健福祉

部

24 ③

薬物事

犯者の

家族に

対する

支援

北海道立精神保健福祉センターにおいて、薬

物依存に悩む本人や家族等への個別相談に対

応しているほか、薬物問題を持つ人のための

ワンデイ・セミナーを実施します。

保健福祉

部

⑤

薬物乱

用防止

に関す

る広

報・啓

発

薬物乱用防止に関する啓発資材の作成や、地

域のイベント等啓発機会を通じて、地域住民

への普及啓発に取り組みます。

（P21、P24）

④

民間団

体等へ

の支援

20 ②

関係機

関・団

体との

連携強

化

（児童生徒に対する普及啓発）

麻薬取締官ＯＢや警察職員、保健所職員等の

協力を得ながら、各学校に対して薬物に対す

る正しい知識等に関する啓発資材を配布した

り、薬物乱用防止教室を実施するなど、児童

生徒の薬物乱用防止対策の普及啓発に取り組

みます。

（P21、P24）

21

④

民間団

体等へ

の支援

②

関係機

関・団

体との

連携強

化

厚生労働省は、薬物依存症からの回復には、

薬物依存症者本人が地域において相談支援を

受けられることに加え、その親族等が薬物依

存症者の対応方法等について相談支援を受け

られることが重要であることを踏まえ、全国

の精神保健福祉センター等に、薬物依存症を

含む依存症対策の専門員である依存症相談員

を配置するなど、保健行政機関における薬物

依存症に関する相談支援窓口の充実を図る。

イ

薬物依

存症に

関する

相談支

援窓口

の充実

53

50 厚生労働省は、薬物依存症者に対して、薬物

依存症からの回復に向けた就労と住居の一体

的支援活動を行う民間団体の活動の援助な

ど、自助グループを含めた民間団体の活動を

促進するための支援の充実を図る。

ウ

自助グ

ループ

を含め

た民間

団体の

活動の

促進

（３８に統合）

⑤

薬物乱

用防止

に関す

る広

報・啓

発

（児童生徒に対する普及啓発）

麻薬取締官ＯＢや警察職員、保健所職員等の

協力を得ながら、各学校に対して薬物に対す

る正しい知識等に関する啓発資材を配布した

り、薬物乱用防止教室を実施するなど、児童

生徒の薬物乱用防止対策の普及啓発に取り組

みます。

54

49 厚労

法務省は、薬物依存からの回復に向けた支援

活動を行う自助グループ等の民間団体が果た

す役割の重要性に鑑み、矯正施設及び保護観

察所において、同民間団体との連携を強化

し、刑事司法手続が終了した後も薬物依存の

問題を抱える者等への支援が継続できる体制

の整備を図る。厚生労働省は、同民間団体の

活動を促進するための支援の充実を図る。

（修文）

イ

自助グ

ループ

等の民

間団体

と共同

した支

援の強

化

20

薬物乱用防止に関する啓発資材の作成や、地

域のイベント等啓発機会を通じて、地域住民

への普及啓発に取り組みます。

21
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

56 52 オ

薬物依

存症対

策関係

機関の

連携強

化

警察庁、法務省及び厚生労働省は、薬物依存

症者の回復には、医療機関による治療だけで

なく、自助グループを含めた民間団体等と連

携した継続的な支援が重要であることを踏ま

え、各地域において、薬物依存症者の治療・

支援等を行うこれらの関係機関の職員等によ

る連絡協議会等を開催し、地域における薬物

依存症に関する課題を共有し、協働してその

課題に対応するための方法を検討するなど、

薬物依存症の対策に当たる各関係機関の連携

強化を図る。

警

察、

法

務、

厚労

（３８に統合） 25 ②

関係機

関・団

体との

連携強

化

（関係機関の連携強化）

・国や関係団体等で構成する薬物乱用防止対

策北海道推進本部において、情報共有を行う

など連携強化を図ります。

保健福祉

部

25 ②

関係機

関・団

体との

連携強

化

（関係機関の連携強化）

・国や関係団体等で構成する薬物乱用防止対

策北海道推進本部において、情報共有を行う

など連携強化を図ります。

保健福祉

部

57 53 カ

薬物依

存症治

療の充

実に資

する診

療報酬

の検討

厚生労働省は、次回の診療報酬改定に向け

て、薬物依存症治療の診療報酬上の評価の在

り方について、関係者の意見も踏まえて検討

する。

厚労 （削除（達成済））

58 54 ③

薬物依

存症の

治療・

支援等

ができ

る人材

の育成

ア

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

医療関

厚生労働省は、薬物依存症の回復に向けた保

健医療・福祉サービスの実施体制を充実させ

るために、薬物依存症者の治療・支援等に知

識を有する医療関係者が必要であることを踏

まえ、医師の臨床研修の内容や、保健師、助

産師、看護師の国家試験出題基準の見直しに

向けた検討を行う。

厚労 40 ウ

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

医療関

係者の

育成

厚生労働省は、薬物依存症の回復に向けた一

般的な保健医療・福祉サービスの中での実施

体制を充実させるために、薬物依存症に関す

る基本的な知識を有する医療関係者が必要で

あることを踏まえ、令和２年度からは医師臨

床研修制度において、精神科研修を必修化す

るとともに、経験すべき疾病・病態の一つと

して「依存症（ニコチン・アルコール・薬

物・病的賭博）」を位置付けたところであ

り、引き続き臨床研修を推進する。

（修文）

厚労
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

60 56 ウ

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

心理専

門職の

育成

厚生労働省は、薬物依存症からの回復に向け

て効果が認められている治療・支援が、認知

行動療法に基づくものであり、薬物依存症に

関する知識と経験を有する心理学の専門職が

必要となることを踏まえ、新たに創設される

公認心理師の国家資格の養成カリキュラムや

国家試験の出題基準について、薬物依存症を

含む依存症対策への対応という観点からも検

討を行う。

厚労 （４１に統合）

61 57 エ

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

支援者

の育成

法務省は、薬物依存症のある保護観察対象者

については、その症状や治療の状況に応じた

支援が重要であることを踏まえ、その指導・

支援に当たる者に対する研修等の充実を図

る。また、厚生労働省は、薬物依存症からの

回復に向けて、地域における継続した支援が

必要であることを踏まえ、薬物依存症者への

生活支援を担う支援者に対する研修の充実を

図る。

法

務、

厚労

（３４、３８に統合） 26 ②

関係機

関・団

体との

連携強

化

（関係職員等に対する研修等）

・保健所職員や薬物乱用防止指導員、保健・

医療・福祉サービス従事者等に対し、薬物乱

用防止や依存症に関する研修や情報提供を行

い、資質の向上と情報共有を図ります。

保健福祉

部

26 ②

関係機

関・団

体との

連携強

化

（関係職員等に対する研修等）

・保健所職員や薬物乱用防止指導員、保健・

医療・福祉サービス従事者等に対し、薬物乱

用防止や依存症に関する研修や情報提供を行

い、資質の向上と情報共有を図ります。

保健福祉

部

41 エ

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

福祉専

門職や

心理専

門職等

の育成

厚生労働省は、薬物依存への問題を抱える者

等への相談支援体制を充実させるために、薬

物依存の問題を抱える者等の支援ニーズを適

切に把握し、関係機関につなげるなどの相談

援助を実施する福祉専門職・心理専門職が必

要であることを踏まえ、精神保健福祉士、社

会福祉士及び公認心理師の養成課程において

も薬物依存症に関する適切な教育がなされる

よう努める。また、薬物依存等からの回復に

向けて、地域における継続した支援が必要で

あることを踏まえ、薬物依存を抱える者等へ

の生活支援を担う支援者に対する研修の充実

を図る。

（旧５５、５６を統合）

厚労59 55 イ

薬物依

存症に

関する

知見を

有する

福祉専

門職の

育成

厚生労働省は、薬物依存症者への相談支援体

制を充実させるために、薬物依存症に関する

専門的知識を有し、薬物依存症者が抱える支

援ニーズを適切に把握し、関係機関につなげ

るなどの相談援助を実施する福祉専門職が必

要であることを踏まえ、精神保健福祉士及び

社会福祉士の養成カリキュラムの見直しに向

けた検討を行う。

厚労
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

3

58 警

察、

法

務、

文

科、

43 27 （児童生徒への啓発等）

非行防止教室の開催や、学校警察連絡協議

会、児童相談所等の関係機関との連携によ

り、児童生徒の非行防止に取り組みます。

警察本部 27 （児童生徒への啓発等）

非行防止教室の開催や、学校警察連絡協議

会、児童相談所等の関係機関との連携によ

り、児童生徒の非行防止に取り組みます。

警察本部

28 （学校における相談対応等）

いじめや暴力行為等の未然防止と早期発見・

早期解決を図るため、学校現場にお　いてス

クールカウンセラーを効果的に活用し、教育

相談等を行うとともに、学校の要請に応じて

スクールソーシャルワーカーの派遣や福祉等

の関係機関と連携した支援を行います。

教育庁 28 （学校における相談対応等）

いじめや暴力行為等の未然防止と早期発見・

早期解決を図るため、学校現場にお　いてス

クールカウンセラーを効果的に活用し、教育

相談等を行うとともに、学校の要請に応じて

スクールソーシャルワーカーの派遣や福祉等

の関係機関と連携した支援を行います。

教育庁

29 （子どもの相談支援センターによる相談対

応）

子ども相談支援センターにおいて、いじめや

不登校などの学校等で生じる様々な問題につ

いて、子どもや保護者から直接相談を受けて

問題解決につながる支援を行います。

教育庁 29 （子どもの相談支援センターによる相談対

応）

子ども相談支援センターにおいて、いじめや

不登校などの学校等で生じる様々な問題につ

いて、子どもや保護者から直接相談を受けて

問題解決につながる支援を行います。

教育庁

30 （児童相談所と関係機関との連携）

児童相談所において、ぐ犯相談、触法相談が

あった場合に、市町村、学校や警察等関係機

関と連携し、必要な支援を行います。

保健福祉

部

30 （児童相談所と関係機関との連携）

児童相談所において、ぐ犯相談、触法相談が

あった場合に、市町村、学校や警察等関係機

関と連携し、必要な支援を行います。

保健福祉

部

31 ②

学校等

と連携

した立

ち直り

支援

（児童自立支援施設における学習指導）

児童自立支援施設（大沼学園、向陽学院）内

にある分校において、入所児童の地元小中学

校への復学や高校進学を目的として、一人ひ

とりの能力に合わせた学習指導を行います。

保健福祉

部

31 ②

学校等

と連携

した立

ち直り

支援

（児童自立支援施設における学習指導）

児童自立支援施設（大沼学園、向陽学院）内

にある分校において、入所児童の地元小中学

校への復学や高校進学を目的として、一人ひ

とりの能力に合わせた学習指導を行います。

保健福祉

部

　【学校と連携した修学支援の実施等】

（

１

）

学

校

等

と

連

携

し

た

修

学

支

援

の

実

施

等

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

62 （

１

）

学

校

と

連

携

し

た

修

学

支

援

の

実

施

等

文部科学省は、警察庁及び法務省の協力を得

て、弁護士会等の民間団体にも協力を求める

などし、いじめ防止対策推進法（平成25年法

律第71号）等の趣旨を踏まえたいじめ防止の

ための教育や、人権啓発のための教育と併

せ、再非行の防止の観点も含め、学校におけ

る非行防止のための教育、薬物乱用未然防止

のための教育及び薬物再乱用防止のための相

談・指導体制の充実を図る。また、厚生労働

省の協力を得て、学校生活を継続させるため

の本人及び家族等に対する支援や、やむを得

ず中退する場合の就労等の支援の充実を図

る。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

文部科学省は、警察庁、法務省及び厚生労働

省の協力を得て、弁護士会等の民間団体にも

協力を求めるなどし、いじめ防止対策推進法

（平成25年法律第71号）等の趣旨を踏まえ

たいじめ防止のための教育や、人権尊重の精

神を育むための教育と併せ、再非行の防止の

観点も含め、学校における非行防止のための

教育、性犯罪の防止のための教育、薬物乱用

未然防止のための教育及び薬物再乱用防止の

ための相談・指導体制の充実、復学に関する

支援体制の充実を図る。また、厚生労働省の

協力を得て、学校生活を継続させるための本

人及び家族等に対する支援や、やむを得ず中

退する場合の就労等の支援の充実を図るとと

もに、高校中退者等に対して高等学校卒業程

度の学力を身に付けさせるための学習相談及

び学習支援等を実施する地方公共団体の取組

を支援する。

(修文）

　【学校と連携した修学支援の実施等】

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

　【学校と連携した修学支援の実施等のための取組】

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

ア

学校に

おける

適切な

指導等

の実施

　【学校と連携した修学支援の実施等のための取組】

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

ア

学校に

おける

適切な

指導等

の実施

（

１

）

学

校

と

連

携

し

た

修

学

支

援

の

実

施

等

（

１

）

学

校

等

と

連

携

し

た

修

学

支

援

の

実

施

等
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

44 32 （少年サポートセンターによる取組）

少年サポートセンターにおいて、街頭補導、

少年心理専門官等による相談対応など、少年

の非行防止に向けた活動を行います。

警察本部 32 （少年サポートセンターによる取組）

少年サポートセンターにおいて、街頭補導、

少年心理専門官等による相談対応など、少年

の非行防止に向けた活動を行います。

警察本部

33 33 （青少年の非行防止に向けた啓発活動）

青少年の非行・被害防止道民総ぐるみ運動強

調月間（７月）において、関係機関が連携し

て非行防止のための啓発活動を行います。

（P28、P56）

保健福祉

部

子若協議会

（北海道子ども・若者支援地域協議会による

取組）

北海道子ども・若者支援地域協議会におい

て、非行をした少年及びその家族に対し、関

係相談窓口を周知します。

（P28、P35）

保健福祉

部

34 （青少年のネットトラブル防止に向けた啓

発）

北海道青少年有害情報対策実行委員会におい

て、関係機関が連携し、インターネットを介

したトラブルや犯罪から青少年を守るため、

日頃から周囲の大人たちが青少年のインター

ネット利用に関心を持ち、注意深く見守って

いくことを啓発します。

環境生活

部

34 （青少年のネットトラブル防止に向けた啓

発）

北海道青少年有害情報対策実行委員会におい

て、関係機関が連携し、インターネットを介

したトラブルや犯罪から青少年を守るため、

日頃から周囲の大人たちが青少年のインター

ネット利用に関心を持ち、注意深く見守って

いくことを啓発します。

保健福祉

部

64 60 ウ

警察に

おける

非行少

年に対

する支

援

警察庁は、非行少年を生まない社会づくり活

動の一環として、少年サポートセンター等が

少年警察ボランティア等（少年指導委員、少

年補導員、少年警察協助員及び大学生ボラン

ティア）の民間ボランティアや関係機関と連

携して行う、修学に課題を抱えた少年に対す

る立ち直り支援について、都道府県警察に対

する指導や好事例の紹介等を通じ、その充実

を図る。

警察 （５８に統合） 35 ②

学校等

と連携

した立

ち直り

支援

（少年の居場所づくり活動を通じた立ち直り

支援）

学生ボランティアや少年警察ボランティアと

連携し、学習支援、農業体験等の少年の居場

所づくり活動を通じて立ち直り支援を行いま

す。

警察本部 35 ②

学校等

と連携

した立

ち直り

支援

（少年の居場所づくり活動を通じた立ち直り

支援）

学生ボランティアや少年警察ボランティアと

連携し、学習支援、農業体験等の少年の居場

所づくり活動を通じて立ち直り支援を行いま

す。

（P28、P35）

警察本部

（青少年の非行防止に向けた啓発活動）

青少年の非行・被害防止道民総ぐるみ運動強

調月間（７月）において、関係機関が連携し

て非行防止のための啓発活動を行います。

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

内閣

官

房、

内

閣、

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

内

閣、

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

内閣府、警察庁、法務省、文部科学省及び厚

生労働省は、非行等を理由とする児童生徒の

修学の中断を防ぐため、貧困や虐待等の被害

体験などが非行等の一因になることも踏ま

え、地域社会における子供の居場所作りや子

供、保護者及び学校関係者等に対する相談支

援の充実、民間ボランティア等による犯罪予

防活動の促進、高等学校卒業程度資格の取得

を目指す者への学習相談・学習支援など、児

童生徒の非行の未然防止や深刻化の防止に向

けた取組を推進する。また、同取組を効果的

に実施するために、子ども・若者育成支援推

進法に基づき、社会生活を円滑に営む上での

困難を有する子供・若者の支援を行うことを

目的として、地方公共団体に「子ども・若者

支援地域協議会」の設置及び「子ども・若者

総合相談センター」としての機能を担う体制

の確保について努力義務が課されていること

などについて、非行の未然防止等の観点も踏

まえ、関係機関等に周知し、連携の強化を図

る。

①

児童生

徒の非

行の未

然防止

等

5963 イ

地域に

おける

非行の

未然防

止等の

ための

支援

内閣府、警察庁、法務省、文部科学省及び厚

生労働省は、非行等を理由とする児童生徒の

修学の中断を防ぐため、貧困や虐待等の被害

体験などが非行等の一因になることも踏ま

え、地域社会における子供の居場所作りや子

供、保護者及び学校関係者等に対する相談支

援の充実、民間ボランティア等による犯罪予

防活動の促進、高等学校卒業程度資格の取得

を目指す者への学習相談・学習支援など、児

童生徒の非行の未然防止や深刻化の防止に向

けた取組を推進する。また、同取組を効果的

に実施するために、子ども・若者育成支援推

進法（平成21年法律第71号）に基づき、社

会生活を円滑に営む上での困難を有する子ど

も・若者の支援を行うことを目的として、地

方公共団体に「子ども・若者支援地域協議

会」の設置及び「子ども・若者総合相談セン

ター」としての機能を担う体制の確保につい

て努力義務が課されていることなどについ

て、関係機関等に周知し、連携の強化を図

る。さらに、法務省は、一部の少年鑑別所と

都道府県警察において協定を締結し、継続補

導対象者へのカウンセリング、心理検査を実

施するなどしているところ、これらの取組の

拡充を検討するなど、連携の強化を図る。

（修文）

イ

地域に

おける

非行の

未然防

止等の

ための

支援
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

65 61 ②

非行等

による

学校教

育の中

断の防

止等

ア

学校等

と保護

観察所

が連携

した支

援等

法務省及び文部科学省は、保護司による非行

防止教室の実施等保護司と学校等が連携して

行う犯罪予防活動を促進し、保護司と学校等

の日常的な連携・協力体制の構築を図るとと

もに、保護観察所、保護司、学校関係者等に

対し、連携事例を周知するなどして、学校に

在籍している保護観察対象者に対する生活支

援等の充実を図る。

法

務、

文科

45 ②

非行等

による

学校教

育の中

断の防

止等

ア

学校等

と保護

観察所

が連携

した支

援等

法務省及び文部科学省は、保護司による非行

防止教室など保護司と学校等が連携して行う

犯罪予防活動を促進し、保護司と学校等の日

常的な連携・協力体制の構築を図るととも

に、保護観察所、保護司、学校関係者等に対

し、連携事例を周知するなどして、学校に在

籍している保護観察対象者に対する生活指

導・支援等の充実を図る。

法

務、

文科

67 63 ウ

矯正施

設にお

ける高

等学校

卒業程

度認定

試験の

指導体

制の充

実

法務省及び文部科学省は、矯正施設における

高等学校卒業程度認定試験を引き続き実施す

る。また、法務省は、同試験の受験コースを

設け、外部講師の招へい、教材の整備等を集

中的に実施している施設の取組状況を踏ま

え、他施設についても指導体制の充実を図

る。

法

務、

文科

47 ウ

矯正施

設にお

ける高

等学校

卒業程

度認定

試験の

指導体

制の充

実

法務省及び文部科学省は、矯正施設における

高等学校卒業程度認定試験を引き続き実施す

る。また、法務省は、ICTの活用を進めるな

どして、矯正施設における同試験に係る指導

を強化するとともに、同試験に合格した少年

院在院者等の希望進路の実現に向けた指導の

充実を図る。

法

務、

文科

法

務、

文科

法務省は、矯正施設において、民間の学力試

験の活用や適切な教材の整備を進めるなどし

て、対象者の能力に応じた教科指導が実施で

きるようにする。また、法務省及び文部科学

省は、矯正施設や学校関係者に対し、相互の

連携事例を周知することに加え、矯正施設や

学校関係者への職員研修等の実施に当たって

は、相互に職員を講師として派遣するなど、

矯正施設と学校関係者との相互理解・協力の

促進を図る。さらに、法務省は、通信制高校

に在籍し、又は入学を希望する矯正施設在所

者が、在所中も学習を継続しやすくなるよ

う、文部科学省の協力を得て、在所中の面接

指導（高等学校通信教育規程（昭和37年文部

省令32号）第２条に定める面接指導をい

う。）の実施手続等を関係者に周知するな

ど、通信制高校からの中退を防止し、又は在

所中の入学を促進するための取組の充実を図

る。

イ

矯正施

設と学

校との

連携に

よる円

滑な学

びの継

続に向

けた取

組の充

実

62 法務省は、矯正施設において、個々の対象者

の希望や事情を踏まえつつ、就労や資格取得

と関連付けた修学に対する動機付けを図るほ

か、引き続き、民間の学力試験の活用や適切

な教材の整備、ICTの活用を進めるなどし

て、対象者の能力に応じた教科指導を実施す

る。また、法務省は、文部科学省と連携しな

がら、少年院在院者のうち希望する者につい

て、在院中の通信制高校への入学及び出院後

の継続した学びに向けた調整等を行うことに

より、高等学校教育機会の提供についての取

組の更なる充実を図る。

（旧６４を統合）

イ

矯正施

設と学

校との

連携に

よる円

滑な学

びの継

続に向

けた取

組の充

実

46 法

務、

文科

66
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

6569 法

務、

文科

48法務省は、保護司、更生保護女性会、ＢＢＳ

会、少年友の会等の民間ボランティアや協力

雇用主と連携して、学校に在籍していない非

行少年等が安心して修学することができる場

所の確保を含めた修学支援を実施する。特

に、矯正施設において修学支援等を受けた者

については、施設内処遇の内容を踏まえ、矯

正施設、保護観察所及び民間ボランティアが

協働して、本人の状況に応じた学びの継続に

向けた効果的な支援を実施する。また、法務

省及び文部科学省は、矯正施設在所者・保護

観察対象者のうち、高等学校卒業程度資格の

取得を目指す者に対し、地方公共団体におけ

る学習相談・学習支援の取組の利用を促す。

イ

高等学

校中退

者等に

対する

地域社

会にお

ける支

援

③

学校や

地域社

会にお

いて再

び学ぶ

ための

支援

ア

学校や

地域社

会にお

ける修

学支援

法務省は、保護司、更生保護女性会、BBS

会、少年友の会等の民間ボランティアや協力

雇用主と連携して、学校に在籍していない非

行少年等が安心して修学することができる場

所の確保を含めた修学支援を促進する。ま

た、保護観察対象者のうち、修学の継続のた

めに支援が必要な者については、矯正施設に

おける修学支援を始めとした施設内処遇の内

容等を踏まえ、矯正施設、保護観察所及び民

間ボランティア等が協働して、本人が抱える

課題や実情等に応じた修学支援を実施すると

ともに、実施事例を通じて得られた知見を踏

まえ、地域社会における効果的な修学支援施

策を展開する。

法

務、

文科

法務省は、矯正施設において、個々の対象者

の希望や事情を踏まえつつ、就労や資格取得

と関連付けた修学の意義を理解させるととも

に、学校の種類、就学援助や高等学校等就学

支援金制度等の教育費負担軽減策に関する情

報の提供を行うなどして、修学に対する動機

付けを図る。また、法務省及び文部科学省

は、矯正施設における復学手続等の円滑化や

高等学校等入学者選抜・編入学における配慮

を促進するため、矯正施設・保護観察所、学

校関係者に対し、相互の連携事例を周知す

る。加えて、法務省及び文部科学省は、矯正

施設・保護観察所の職員と学校関係者との相

互理解を深めるため、矯正施設・保護観察所

における研修や学校関係者への研修等の実施

に当たって相互に職員を講師として派遣する

などの取組を推進する。

法

務、

文科

（４６、４９に統合）68 64 ③

学校や

地域社

会にお

いて再

び学ぶ

ための

支援

ア

矯正施

設から

の進

学・復

学の支

援
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

70 49 イ

矯正施

設・保

護観察

所職員

と学校

関係者

の相互

理解の

促進等

法務省及び文部科学省は、矯正施設や保護観

察所の職員と学校関係者との相互理解を深め

るため、矯正施設・保護観察所における研修

や学校関係者への研修等の実施に当たって相

互に職員を講師として派遣するなどの取組を

推進する。また、矯正施設・保護観察所の職

員や学校関係者に対し、相互の連携事例の周

知・共有を図る。

（旧６２、６４から独立）

法

務、

文科
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

4

72 67 イ

関係機

関等が

保有す

る処遇

に資す

る情報

の適切

な活用

法務省は、多角的な視点から適切にアセスメ

ントを行い、それに基づく効果的な指導等を

実施するため、必要に応じ、更生支援計画

（主として弁護人が社会福祉士などの協力を

得て作成する、個々の被疑者・被告人に必要

な福祉的支援策等について取りまとめた書

面）等の処遇に資する情報を活用した処遇協

議を実施するなど、刑事司法関係機関を始め

とする公的機関や再犯の防止等に関する活動

を行う民間団体等が保有する処遇に資する情

報の活用を推進する。

法務 （５０に統合）

法務法務省は、少年鑑別所において、「法務省式

ケースアセスメントツール（ＭＪＣＡ）」の

活用等により、鑑別の精度の一層の向上を図

るとともに、処遇過程においてもそのアセス

メント機能を発揮し、少年保護手続を縦貫し

た継続的な鑑別の実施を推進する。また、刑

事施設・保護観察所において、再犯リスクや

処遇指針の決定に資する情報を的確に把握

し、受刑者や保護観察対象者に対する効果的

な処遇を実施するため、アセスメント機能の

強化を図る。

①

適切な

アセス

メント

の実施

ア

刑事司

法関係

機関に

おける

アセス

メント

機能の

強化

（

１

）

特

性

に

応

じ

た

効

果

的

な

指

導

の

実

施

等

6671 ①

刑事司

法関係

機関に

おける

アセス

メント

機能の

強化と

関係機

関等が

保有す

る情報

の活用

（

１

）

特

性

に

応

じ

た

効

果

的

な

指

導

の

実

施

等

法務省は、矯正施設及び保護観察所におい

て、社会情勢や犯罪動向の変化も考慮した上

で、犯罪をした者等の特性や再犯リスク等を

踏まえた適切な処遇方針を策定するため、更

生支援計画書等の公的機関や民間団体等が保

有する処遇に資する情報を活用した多角的な

視点によるアセスメントを行うことも含め、

アセスメント機能の強化を図るとともに、ア

セスメント内容の他機関への適切な引継ぎを

行う。

（旧６６、６７を統合）

法務

【犯罪をした人等の特性に応じた効果的な支援の実施等】

50

【犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組】 【犯罪をした人等の特性に応じた効果的な支援の実施等】【犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組】
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

73 68 ②

 特性に

応じた

指導等

の充実

ⅰ

性犯罪

者・性

非行少

年に対

する指

導等

ア

性犯罪

者等に

法務省は、厚生労働省の協力を得て、海外に

おける取組などを参考にしつつ、刑事施設に

おける性犯罪再犯防止指導や少年院における

性非行防止指導、保護観察所における性犯罪

者処遇プログラム等の性犯罪者等に対する指

導等について、効果検証の結果を踏まえた指

導内容・方法の見直しや指導者育成を進める

などして、一層の充実を図るとともに、医

療・福祉関係機関等との連携を強化し、性犯

罪者等に対する矯正施設収容中から出所後ま

で一貫性のある効果的な指導の実施を図る。

法

務、

厚労

51 法

務、

厚労

74 69 イ

子供を

対象と

する暴

力的性

犯罪を

した者

の再犯

防止

警察庁は、法務省の協力を得て、子供を対象

とする暴力的性犯罪をした者について、刑事

施設出所後の所在確認を実施するとともに、

その者の同意を得て面談を実施し、必要に応

じて、関係機関・団体等による支援等に結び

付けるなど、再犯の防止に向けた措置の充実

を図る。

警

察、

法務

52 イ

子供を

対象と

する暴

力的性

犯罪を

した者

の再犯

防止

警察庁は、法務省の協力を得て、子供を対象

とする暴力的性犯罪をした者について、刑事

施設出所後の所在確認を実施するとともに、

その者の同意を得て面談を実施し、必要に応

じて、関係機関・団体等による支援等に結び

付けるなど、再犯の防止に向けた措置の充実

を図る。

警

察、

法務

36 （

１

）

特

性

に

応

じ

た

効

果

的

な

支

援

の

実

施

等

①

性犯罪

者に対

する指

導等

子どもを対象とする暴力的性犯罪の出所者に

ついて、法務省の協力を得て、その後の所在

確認を行うほか、当該出所者の同意を得て面

談を行うなど、再犯を防止するための助言、

指導等を行います。

警察本部 36 （

１

）

特

性

に

応

じ

た

効

果

的

な

支

援

の

実

施

等

①

性犯罪

者に対

する指

導等

子どもを対象とする暴力的性犯罪の出所者に

ついて、法務省の協力を得て、その後の所在

確認を行うほか、当該出所者の同意を得て面

談を行うなど、再犯を防止するための助言、

指導等を行います。

警察本部

75 70 ⅱ

ストー

カー加

害者に

対する

指導等

ア

被害者

への接

触防止

のため

の措置

警察庁及び法務省は、ストーカー加害者によ

る重大な事案が発生していることを踏まえ、

当該加害者の保護観察実施上の特別遵守事項

や問題行動等の情報を共有し、被害者への接

触の防止のための指導等を徹底するととも

に、必要に応じ、仮釈放の取消しの申出又は

刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出を行う

など、ストーカー加害者に対する適切な措置

を実施する。

警

察、

法務

53 ⅱ

ストー

カー・

DV加害

者に対

する指

導等

ア

被害者

への接

触防止

のため

の措置

警察庁及び法務省は、ストーカー・DV加害

者による重大な事案が発生していることを踏

まえ、これら加害者の保護観察実施上の特別

遵守事項や問題行動等の情報を共有し、被害

者への接触の防止のための指導等を徹底する

とともに、必要に応じ、仮釈放の取消しの申

出又は刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出

を行うなど、これら加害者に対する適切な措

置を実施する。

警

察、

法務

⑥

ストー

カー・

ＤＶ加

害者に

対する

指導等

ストーカー・ＤＶ加害者対策

　ストーカー・ＤＶ加害者の保護観察実施上

の特別遵守事項や問題行動等について保護観

察所と情報を共有し、被害者への接触の防止

のための指導等を徹底するとともに、問題行

動を把握した場合は保護観察所に対して仮釈

放の取消しの申出又は刑の執行猶予の言渡し

の取消しの申出を検討する際に必要な疎明資

料を提供するなど、これら加害者に対する適

切な措置を実施します。

警察本部

②

特性に

応じた

指導等

の充実

ⅰ

性犯罪

者・性

非行少

年に対

する指

導等

ア

性犯罪

者等に

対する

効果的

な指導

等の実

施

法務省は、厚生労働省の協力を得て、海外に

おける取組などを参考にしつつ、刑事施設に

おける性犯罪再犯防止指導や少年院における

性非行防止指導、保護観察所における性犯罪

再犯防止プログラム等の性犯罪者等に対する

指導等について、指導者育成を進めるなどし

て、一層の充実を図るとともに、地域の医

療・福祉関係機関等との連携を強化し、性犯

罪者等に対する矯正施設在所中から出所後ま

で一貫性のある効果的な指導の実施を図る。

また、刑事司法手続終了後も継続的な支援が

実施できるよう、地方公共団体や民間協力者

が利用可能な支援ツールを提供し、その活用

を促進する。加えて、法務省は、海外におい

て導入されているGPS等により位置情報を取

得・把握する運用や性犯罪対象者の自発的意

思によって支援を受けることのできる社会内

サポート体制も参考にしつつ、性犯罪者等の

処遇の充実方策について検討する。

（修文）
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

77 72 ウ

ストー

カー加

害者に

対する

指導等

に係る

調査研

究

警察庁及び法務省は、ストーカー加害者が抱

える問題等や、効果的な指導方策等について

調査研究を行い、２年以内を目途に結論を出

し、その調査結果に基づき、必要な施策を実

施する。

警

察、

法務

（削除（達成済））

78 73 ⅲ

暴力団

関係者

等再犯

リスク

が高い

者に対

する指

導等

ア

暴力団

からの

離脱に

向けた

指導等

警察庁及び法務省は、警察・暴力追放運動推

進センターと矯正施設・保護観察所との連携

を強化するなどして、暴力団関係者に対する

暴力団離脱に向けた働き掛けの充実を図ると

ともに、離脱に係る情報を適切に共有する。

警

察、

法務

55 ⅲ

 暴力団

からの

離脱、

社会復

帰に向

けた指

導等

警察庁及び法務省は、警察・暴力追放運動推

進センター等と矯正施設・保護観察所との連

携を強化するなどして、暴力団員に対する暴

力団離脱に向けた働き掛けの充実を図るとと

もに、離脱に係る情報を適切に共有する。ま

た、警察庁、法務省等の関係省庁は連携の

上、暴力団からの離脱及び暴力団離脱者等の

社会への復帰・定着を促進するため、離脱・

就労や預貯金口座の開設支援などの社会復帰

に必要な社会環境・フォローアップ体制の充

実を図る。

（旧７３、７４を統合）

警

察、

法務

37 ②

暴力団

関係者

等に対

する指

導等

（就労支援等の離脱支援）

離脱希望者に対して、矯正施設、保護観察所

等の関係機関と連携して、就労支援を軸とし

た離脱支援に取り組みます。

警察本部 37 ②

暴力団

関係者

等に対

する指

導等

（就労支援等の離脱支援）

離脱希望者に対して、矯正施設、保護観察所

等の関係機関と連携して、就労支援を軸とし

た離脱支援に取り組みます。

警察本部

7176 警

察、

法務

54警察警察庁は、ストーカー加害者への対応を担当

する警察職員について、研修の受講を促進す

るなどして、精神医学的・心理学的アプロー

チに関する技能や知識の向上を図るととも

に、ストーカー加害者に対し、医療機関等の

協力を得て、医療機関等によるカウンセリン

グ等の受診に向けた働き掛けを行うなど、ス

トーカー加害者に対する精神医学的・心理学

的なアプローチを推進する。

イ

ストー

カー加

害者に

対する

カウン

セリン

グ等

警察庁は、ストーカー加害者への対応を担当

する警察職員について、研修の受講を促進す

るなどして、精神医学的・心理学的アプロー

チに関する技能や知識の向上を図るととも

に、ストーカー加害者に対し、医療機関等の

協力を得て、医療機関等によるカウンセリン

グ等の受診に向けた働き掛けを行うなど、関

係機関・団体と連携して、ストーカー加害者

に対する精神医学的・心理学的なアプローチ

を推進するまた、法務省は、個々のストー

カー・DV加害者が抱える問題性等を踏ま

え、矯正施設における改善指導や保護観察所

における類型別処遇ガイドラインに基づく処

遇を適切に実施する。

（修文）

イ

ストー

カー加

害者等

に対す

るカウ

ンセリ

ング等
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

（５５に統合） 38 （北海道暴力団離脱者支援対策協議会による

取組）

国や道、市町村、関係団体等で構成する北海

道暴力団離脱者支援対策協議会において、情

報共有を行うなど、暴力団からの離脱支援や

離脱者の社会復帰対策を推進します。

警察本部 38 （北海道暴力団離脱者支援対策協議会による

取組）

国や道、市町村、関係団体等で構成する北海

道暴力団離脱者支援対策協議会において、情

報共有を行うなど、暴力団からの離脱支援や

離脱者の社会復帰対策を推進します。

警察本部

39 （離脱者の受入企業の拡大）

公益財団法人北海道暴力追放センターにおけ

る離脱者を雇用した企業に対する給付金制度

の活用や関係団体との連携強化などにより、

離脱者の受入企業の拡大を図ります。

警察本部 39 （離脱者の受入企業の拡大）

公益財団法人北海道暴力追放センターにおけ

る離脱者を雇用した企業に対する給付金制度

の活用や関係団体との連携強化などにより、

離脱者の受入企業の拡大を図ります。

警察本部

保健福祉

部

40 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（市町村要保護児童対策地域協議会による取

組）

・市町村要保護児童対策地域協議会におい

て、要支援・要保護児童等について関係機関

と情報共有を行うとともに、対象児童に対す

る支援の内容に関する協議を行います。

保健福祉

部

ⅳ

少年・

若年者

に対す

る可塑

性に着

目した

指導等

ア

刑事司

法関係

機関に

おける

指導体

制の充

実

法務 40 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（市町村要保護児童対策地域協議会による取

組）

・市町村要保護児童対策地域協議会におい

て、要支援・要保護児童等について関係機関

と情報共有を行うとともに、対象児童に対す

る支援の内容に関する協議を行います。

法務省は、少年院において、複数職員で指導

を行う体制の充実を図るとともに、少年鑑別

所において、在所中の少年に対し、その自主

性を尊重しつつ、健全育成に向けた支援等を

適切に実施するほか、学校等の関係機関や民

間ボランティアの協力も得て、学習や文化活

動等に触れる機会を付与するなど、少年の健

全育成を考慮した処遇の充実を図る。また、

刑事施設においても、おおむね26歳未満の若

年受刑者に対し、少年院における矯正教育の

手法やノウハウ、その建物・設備等を活用し

ながら、少年・若年者の特性に応じたきめ細

かな指導等の充実を図る。

（旧７５、７７を統合）

80 75 ⅳ

少年・

若年者

に対す

る可塑

性に着

目した

指導等

ア

刑事司

法関係

機関に

おける

指導体

制の充

実

法務省は、少年院において複数職員で指導を

行う体制の充実を図るなどして、少年・若年

者の特性に応じたきめ細かな指導等を実施す

るための体制の充実を図る。

法務 56

②

暴力団

関係者

等に対

する指

導等

イ

暴力団

員の社

会復帰

対策の

推進

②

暴力団

関係者

等に対

する指

導等

7479 警察警察庁は、暴力団からの離脱及び暴力団離脱

者の社会への復帰・定着を促進するため、離

脱・就労や社会復帰に必要な社会環境・フォ

ローアップ体制の充実に関する効果的な施策

を検討の上、可能なものから順次実施する。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

82 77 ウ

少年鑑

別所に

おける

観護処

遇の充

実

法務省は、少年鑑別所在所中の少年に対し、

学校等の関係機関や民間ボランティアの協力

を得て、学習や文化活動等に触れる機会を付

与するなど、少年の健全育成のために必要な

知識及び能力の向上を図る。

法務 （５６に統合） 42 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（少年院入所中の少年に対する取組）

矯正管区と連携し、少年院入所中の少年に対

し、特殊詐欺等への加担など、非行防止に関

する講話を実施します。

警察本部 42 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（少年院入所中の少年に対する取組）

矯正管区と連携し、少年院入所中の少年に対

し、特殊詐欺等への加担など、非行防止に関

する講話を実施します。

警察本部

83 78 エ

非行少

年に対

する社

会奉仕

体験活

動等へ

の参加

の促進

警察庁は、非行少年を生まない社会づくり活

動の一環として、少年サポートセンター等が

民間ボランティアや関係機関と連携して行

う、非行少年の状況に応じた社会奉仕体験活

動等への参加の促進等の立ち直り支援につい

て、都道府県警察に対する指導や好事例の紹

介等を通じ、その充実を図る。

警察 58 ウ

非行少

年に対

する立

ち直り

支援活

動の充

実

警察庁は、非行少年を生まない社会づくり活

動の一環として、少年サポートセンター等が

民間ボランティアや関係機関と連携して行

う、修学、就労に向けた支援や社会奉仕体験

活動等への参加機会の確保等、個々の非行少

年の状況に応じた立ち直り支援について、都

道府県警察に対する指導や好事例の紹介等を

通じ、その充実を図る。

警察 43 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（少年の居場所づくり活動を通じた立ち直り

支援）

学生ボランティアや少年警察ボランティアと

連携し、学習支援、農業体験等の少年の居場

所づくり活動を通じて立ち直り支援を行いま

す。（再掲）

警察本部 43 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（少年の居場所づくり活動を通じた立ち直り

支援）

学生ボランティアや少年警察ボランティアと

連携し、学習支援、農業体験等の少年の居場

所づくり活動を通じて立ち直り支援を行いま

す。（再掲）

（P28、P35）

警察本部

41 ③

少年・

若年に

対する

支援等

（北海道子ども・若者支援地域協議会による

取組）

北海道子ども・若者支援地域協議会におい

て、非行をした少年及びその家族に対し、関

係相談窓口を周知します。（再掲）

（P28、P35）

環境生活

部

イ

関係機

関と連

携した

きめ細

かな支

援等

7681 法務 41法務省は、支援が必要な少年・若年者につい

ては、児童福祉関係機関に係属歴がある者、

虐待等の被害体験や発達障害等の障害を有し

ている者が少なくないなどの実情を踏まえ、

少年院・保護観察所におけるケース検討会を

適時適切に実施するなど、学校、児童相談

所、児童福祉施設、福祉事務所、少年サポー

トセンター、子ども・若者総合支援センター

（地方公共団体が子ども・若者育成支援に関

する相談窓口の拠点として設置するもの）、

地域若者サポートステーション（働くことに

悩みを抱えている者を対象に、就労に向けた

支援を行う機関）、弁護士・弁護士会、医療

機関等関係機関との連携を強化し、きめ細か

な支援等を実施する。

（修文）

イ

関係機

関と連

携した

きめ細

かな支

援等

57法務法務省は、支援が必要な少年・若年者につい

ては、児童福祉関係機関に係属歴がある者や

発達障害等の障害を有している者が少なくな

いなどの実情を踏まえ、少年院・保護観察所

におけるケース検討会を適時適切に実施する

など、学校、児童相談所、児童福祉施設、福

祉事務所、少年サポートセンター、子ども・

若者総合支援センター（地方公共団体が子ど

も・若者育成支援に関する相談窓口の拠点と

して設置するもの）等関係機関との連携を強

化し、きめ細かな支援等を実施する。

③

少年・

若年に

対する

支援等

（北海道子ども・若者支援地域協議会による

取組）

北海道子ども・若者支援地域協議会におい

て、非行をした少年及びその家族に対し、関

係相談窓口を周知します。（再掲）

環境生活

部
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

85 80 カ

非行少

年を含

む犯罪

者に対

する処

遇を充

実させ

るため

の刑事

法の整

備等

法務省は、少年法における「少年」の上限年

齢の在り方及び非行少年を含む犯罪者に対す

る処遇を一層充実させるための刑事法の整備

の在り方についての法制審議会の答申が得ら

れたときには、それを踏まえて所要の措置を

講じる。

法務 （削除（個別施策において、法改正の趣旨を

踏まえて記載））

法務 59 エ

保護者

との関

係を踏

まえた

指導等

の充実

法務省は、保護観察対象少年及び少年院在院

者に対し、保護者との適切な関係に関する指

導・支援の充実を図るとともに、保護者に対

し、対象者の処遇に対する理解・協力の促進

や保護者の監護能力の向上を図るための指

導・助言、保護者会への参加依頼、保護者自

身が福祉的支援等を要する場合の助言等を行

うなど、保護者に対する働き掛けの充実を図

る。また、保護者による適切な監護が得られ

ない場合には、地方公共団体を始めとする関

係機関や民間団体等と連携し、本人の状況に

応じて、社会での自立した生活や未成年後見

制度の利用等に向けた指導・支援を行う。

法務84 79 オ

保護者

との関

係を踏

まえた

指導等

の充実

法務省は、保護観察対象少年及び少年院在院

者に対し、その保護者との関係改善に向けた

指導・支援の充実を図るとともに、保護者に

対し、対象者の処遇に対する理解・協力の促

進や保護者の監護能力の向上を図るための指

導・助言、保護者会への参加依頼、保護者自

身が福祉的支援等を要する場合の助言等を行

うなど、保護者に対する働き掛けの充実を図

る。また、保護者による適切な監護が得られ

ない場合には、地方公共団体を始めとする関

係機関や民間団体等と連携し、本人の状況に

応じて、社会での自立した生活や未成年後見

制度の利用等に向けた指導・支援を行う。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

保健福祉

部

保健福祉

部

44 ④

発達上

の課題

を有す

る犯罪

をした

人等に

対する

支援等

発達障害者支援センターにおいて、関係機関

の職員向けの研修等を行うなど、発達障がい

を持つ人を支援する体制整備を進めます。

保健福祉

部

法務省は、犯罪をした者等の中には、発達上

の課題を有し、指導等の内容の理解に時間を

要する者や、指導等の内容を理解するために

特別な配慮を必要とする者のほか、虐待等の

被害体験を有する者が存在することを踏ま

え、その者の特性に応じた指導等の充実を図

るとともに、厚生労働省や民間団体等の協力

を得て、発達上の課題を有する者等に対する

指導に関する研修の充実や関係機関との連携

強化等を図る。また、知的障害等のある受刑

者等について、関係機関との連携を強化しつ

つ、民間の知見も活用するなどし、その特性

に応じた指導・支援の充実を図る。

（修文）

法

務、

厚労

44 ④

発達上

の課題

を有す

る犯罪

をした

人等に

対する

支援等

発達障害者支援センターにおいて、関係機関

の職員向けの研修等を行うなど、発達障がい

を持つ人を支援する体制整備を進めます。

ⅵ

発達上

の課題

を有す

る犯罪

をした

者等に

対する

指導等

法務省は、犯罪をした者等の中には、発達上

の課題を有し、指導等の内容の理解に時間を

要したり、理解するために特別な配慮を必要

とする者が存在することを踏まえ、発達上の

課題を有する者のための教材の整備を図ると

ともに、厚生労働省の協力を得て、発達上の

課題を有する者に対する指導等に関する研修

等の充実、関係機関との連携強化等を図る。

法

務、

厚労

61 ⅵ

発達上

の課題

を有す

る犯罪

をした

者等に

対する

指導等

8186

87 82

ⅴ

女性の

抱える

困難に

応じた

指導等

60法

務、

厚労

法務省は、女性受刑者や女子少年等につい

て、虐待等の被害体験や性被害による心的外

傷、摂食障害等の精神的な問題を抱えている

場合が多いこと、妊娠・出産等の事情を抱え

ている場合があることなどを踏まえ、矯正施

設において、このような特性に配慮した指

導・支援の実施及び実施状況に基づく指導内

容等の見直し、指導者の確保・育成を行うと

ともに、厚生労働省の協力を得て、女性の抱

える問題の解決に資する社会資源を把握し、

矯正施設出所後に地域の保健医療・福祉関係

機関等に相談できるようにするなど、関係機

関等と連携した社会復帰支援等を行う。ま

た、法務省は、更生保護施設においても、女

性の特性に配慮した指導・支援を推進するな

ど、社会生活への適応のための指導・支援の

充実を図る。

ⅴ

女性の

抱える

問題に

応じた

指導等

法

務、

厚労

法務省は、女性受刑者等について、妊娠・出

産等の事情を抱えている場合があること、虐

待等の被害体験や性被害による心的外傷、依

存症・摂食障害等の精神的な問題を抱えてい

る場合が多いことなどを踏まえ、矯正施設に

おいて、関係機関との連携を強化し、これら

の困難に応じた指導・支援を効果的に実施す

るとともに、女性のライフスタイルの多様化

への対応や自身の被害防止の観点からの教育

の充実を図る。また、法務省は、女性受刑者

等のうち、女性であることにより様々な困難

な問題を抱える者については、矯正施設出所

後速やかに地域の保健医療・福祉サービス等

を利用することができるよう、厚生労働省の

協力を得て、困難な問題を抱える女性への支

援のための諸制度や社会資源も活用しつつ、

矯正施設在所中から関係機関等と連携した切

れ目のない社会復帰支援等を行う。さらに、

法務省は、矯正施設出所後の自立した社会生

活を視野に入れ、矯正施設において、女性受

刑者等の就労意欲を喚起するとともに、女性

の労働状況や特性を踏まえた矯正処遇等を実

施するほか、更生保護施設においても、女性

の特性に配慮した指導・支援を推進するな

ど、社会生活への適応のための指導・支援の

充実を図る。

（修文）

女性相談援助センターにおいて、就労支援及

び社会的自立に必要な生活指導・援助を行う

とともに、住宅の確保、援護等に関する制度

等の情報提供を行います。

⑦

女性の

抱える

困難に

応じた

指導等
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

（７１に統合）ウ

関係機

関や地

域の社

会資源

の一層

の活用

法務省は、矯正施設において、地方公共団体

を始めとする関係機関及び自助グループや当

事者団体を含む民間団体等の改善指導等への

参画の推進、外部通勤制度・院外委嘱指導等

の活用による社会内での指導機会の拡大を図

るとともに、保護観察所において、地方公共

団体を始めとする関係機関及び自助グループ

や当事者団体を含む民間団体等の協力を得な

がら効果的な指導等の充実を図るなど、広く

関係機関や地域社会と連携した指導等を推進

する。

法務

8388

90 85

84

ⅶ

各種指

導プロ

グラム

の充実

62法務法務省は、刑事施設における、アルコール依

存を含む問題飲酒、ドメスティック・バイオ

レンス（ＤＶ）を含む対人暴力等の再犯要因

を抱える者に対する改善指導プログラムの実

施や、少年院における特殊詐欺等近年の非行

態様に対応した指導内容の整備、保護観察所

における飲酒や暴力などに関する専門的処遇

プログラムの実施など、対象者の問題性に応

じた指導の一層の充実を図る。

ⅶ

その他

の効果

的な指

導等の

実施に

向けた

取組の

充実

ア

各種指

導プロ

グラム

の充実

北海道立精神保健福祉センター、保健所等に

おいて、飲酒運転をした人及びその家族等か

らの相談に対応するとともに、飲酒運転をし

た人に対する保健指導を行います。

⑤

飲酒運

転をし

た人等

に対す

る指導

等

45法務法務省は、刑事施設において、拘禁刑の創設

の趣旨を踏まえ、自身の罪や被害者等に向き

合い、作業や改善指導に対する動機付けを高

める働き掛けを強化しつつ、アルコール依存

を含む依存症の問題や、DVを含む対人暴力

の問題を抱える者等に対し、その特性に応じ

た柔軟な指導が可能となるよう改善指導プロ

グラムの充実を図る。また、少年院におい

て、特定少年に対する成年としての自覚・責

任を喚起する指導や社会人として必要な知識

の付与に加え、特殊詐欺等近年の犯罪態様に

対応した指導等の充実を図る。保護観察所に

おいては、飲酒や暴力などに関する専門的プ

ログラムの実施や社会貢献活動など、個々の

対象者の特性に応じた指導の一層の充実を図

る。

（旧８３、８４を統合）

保健福祉

部

北海道立精神保健福祉センター、保健所等に

おいて、飲酒運転をした人及びその家族等か

らの相談に対応するとともに、飲酒運転をし

た人に対する保健指導を行います。

⑤

飲酒運

転をし

た人等

に対す

る指導

等

45保健福祉

部

（６２に統合）イ

社会貢

献活動

等の充

実

法務法務省は、犯罪をした者等の善良な社会の一

員としての意識の涵養や規範意識の向上を図

るため、社会貢献活動などの取組について、

実施状況に基づいて取組内容等を見直し、一

層の充実を図る。

89
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

63

92 87 ④

再犯の

実態把

握や指

導等の

効果検

証及び

効果的

な処遇

の在り

方等に

関する

調査研

究

法務省は、検察庁・矯正施設・保護観察所等

がそれぞれ保有する情報を機動的に連携する

データベースを、再犯防止対策の実施状況等

を踏まえ、効果的に運用することにより、指

導の一貫性・継続性を確保し、再犯の実態把

握や指導等の効果検証を適切に実施するとと

もに、警察庁、文部科学省及び厚生労働省の

協力を得て、犯罪をした者等の再犯の防止等

を図る上で効果的な処遇の在り方等に関する

調査研究を推進する。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

（９２、９３へ移動）

法務省は、犯罪をした者等が社会復帰する上

で、自らが犯した罪等の責任を自覚し、犯罪

被害者等の置かれた状況や心情等を理解する

ことが不可欠であることを踏まえ、矯正施設

において、被害者の視点を取り入れた教育を

効果的に実施するほか、新設される「刑の執

行段階等における被害者等の心情等の聴取・

伝達制度」に必要となる人的・物的体制を整

備するなどして、被害者等の心情等を考慮し

た矯正処遇・矯正教育の充実を図る。また、

保護観察所においても、犯罪被害者等の心情

等伝達制度の一層効果的な運用に努めるほ

か、必要となる人的体制を整備するなどし

て、新設される犯罪被害者等の心情等を聴取

する制度の適切な運用に努める。加えて、

しょく罪指導プログラムの実施や犯罪被害者

等の被害の回復・軽減に誠実に努めるよう指

導監督することなどにより、犯罪被害者等の

思いに応える保護観察処遇の一層の充実を図

る。

（修文）

法務③

犯罪被

害者等

の視点

を取り

入れた

指導等

91 86 ③

犯罪被

害者等

の視点

を取り

入れた

指導等

法務省は、犯罪をした者等が社会復帰する上

で、自らのした犯罪等の責任を自覚し、犯罪

被害者等が置かれた状況やその心情を理解す

ることが不可欠であることを踏まえ、矯正施

設において、被害者の視点を取り入れた教育

を効果的に実施するほか、保護観察所におい

て、犯罪被害者等の心情等伝達制度の一層効

果的な運用に努めるとともに、しょく罪指導

プログラムを実施するなど、犯罪被害者等の

視点を取り入れた指導等の充実を図る。

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

5

94 65 ②

保護司

活動の

デジタ

ル化及

びその

基盤整

備の推

進

法務省は、保護司活動に関する事務の多くを

オンライン上で実施できる体制の構築を目指

し、保護司専用ホームページ“H@（はあ

と）”の機能拡充を図るとともに、保護司が

使用するタブレット端末等を整備するなど、

保護司活動の一層のデジタル化を図る。

（新規）

法務

93 （

２

）

持

続

可

能

な

保

護

司

制

度

の

確

立

と

そ

の

た

め

の

保

護

司

に

対

す

る

支

援

①

持続可

能な保

護司制

度の確

立に向

けた検

討・試

行

法務省は、時代の変化に適応可能な保護司制

度の確立に向け、保護司の待遇や活動環境、

推薦・委嘱の手順、年齢条件及び職務内容の

在り方並びに保護観察官との協働態勢の強化

等について検討・試行を行い、２年を目途と

して結論を出し、その結論に基づき所要の措

置を講じる。

（新規）

法務

8995 総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

経済

法務省は、保護司候補者を確保するため、総

務省、文部科学省、厚生労働省及び経済産業

省の協力を得て、保護観察所において、地方

公共団体、自治会、福祉・教育・経済等の各

種団体と連携して、保護司候補者検討協議会

における協議を効果的に実施し、地域の保護

司適任者に関する情報を収集する取組を強化

する。また、法務省は、保護観察所におい

て、保護司活動についての理解を広げるため

の保護司セミナーや保護司活動を体験する保

護司活動インターンシップなどを通じて、同

協議会で情報提供のあった保護司候補者等に

対して、保護司活動についての理解を深めて

もらうとともに、実際に保護司として活動し

てもらえるよう、積極的に働き掛ける。

（旧８９、９０を統合）

③

保護司

適任者

に係る

情報収

集及び

保護司

活動を

体験す

る機会

等の提

供

66

【民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の促進等】

法務法務省は、若年層を含む幅広い年齢層や多様

な職業など様々な立場にある国民が、実際に

民間協力者として活動するようになることを

促進するため、保護司活動を体験する保護司

活動インターンシップ制度など、更生保護ボ

ランティアの活動を体験する機会の提供を推

進する。

イ

更生保

護ボラ

ンティ

アの活

動を体

験する

機会の

提供

64

【民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の促進等】【民間協力者の活動の促進等、広報・啓発活動の推進等のための取組】 【民間協力者の活動の促進等のための取組】
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

96 90 ウ

保護司

候補者

検討協

議会の

効果的

な実施

等

法務省は、保護司候補者を確保するため、総

務省、文部科学省、厚生労働省及び経済産業

省の協力を得て、地方公共団体、自治会、福

祉・教育・経済等の各種団体と連携して、保

護司候補者検討協議会における協議を効果的

に実施し、若年層を含む幅広い年齢層や多様

な職業分野から地域の保護司適任者に関する

情報収集を促進する。また、法務省は、同協

議会で得られた情報等を踏まえて、保護司適

任者に対して、実際に保護司として活動して

もらえるよう、積極的な働き掛けを実施す

る。

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

経済

（６６に統合） 47 ①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

（保護司確保のための支援）

保護司の人材確保を支援するため、保護観察

所と連携し、道職員の定年退職予定者に対す

るパンフレット配付などの取組を行います。

（再掲）

環境生活

部

47 ①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

（国新計画67に対応） 環境生活

部

97

98 （保護司の表彰）

多年にわたり、更生保護に貢献し、その功績

が顕著な保護司の表彰を行います。（再掲）

（P41、P46）

（更生保護活動に関する広報）

「社会を明るくする運動」等の機会を通じ

て、保護司や更生保護女性会、BBS会等民間

協力者の活動に関する広報啓発を行い、活動

に対する道民の理解を促進します。（再掲）

（P41、P42）

④

地方公

共団体

からの

支援の

確保

環境生活

部

①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

67

環境生活

部

①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

法務法務省は、幅広い世代から多様な人材を保護

司として迎え入れるため、保護司セミナーに

よる地域の関係機関等への広報、若年層にも

訴求する多様な手法による広報を展開すると

ともに、地方公共団体による保護司への顕彰

を促進することなどを通じ、国内における保

護司の社会的認知・評価の向上を図る。

（新規）

総

務、

法務

法務省は、総務省と連携し、地方公共団体に

対し、保護司適任者に関する情報提供や職員

の推薦、更生保護サポートセンターの設置場

所や自宅以外で面接できる場所の確保、顕彰

等による保護司の社会的認知の向上、保護司

確保に協力した事業主に対する優遇措置な

ど、保護司活動に対する充実した支援が得ら

れるよう働き掛ける。

（新規・旧９３を含む）

⑤

国内外

への広

報・啓

発

68

（保護司確保のための支援）

保護司の人材確保を支援するため、保護観察

所と連携し、道職員の定年退職予定者に対す

るパンフレット配付などの取組を行います。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

69 警察 48 （更生保護活動に関する広報）

「社会を明るくする運動」等の機会を通じ

て、保護司や更生保護女性会、BBS会等民間

協力者の活動に関する広報啓発を行い、活動

に対する道民の理解を促進します。（再掲）

環境生活

部

48 （更生保護活動に関する広報）

「社会を明るくする運動」等の機会を通じ

て、保護司や更生保護女性会、BBS会等民間

協力者の活動に関する広報啓発を行い、活動

に対する道民の理解を促進します。（再掲）

（P41、P42）

環境生活

部

49 （少年警察ボランティアの活動支援）少年警

察ボランティアの活動を推進するため、必要

な知識及び技能に関する研修を行います。

警察本部 49 （少年警察ボランティアの活動支援）少年警

察ボランティアの活動を推進するため、必要

な知識及び技能に関する研修を行います。

警察本部

70 イ

更生保

護ボラ

ンティ

アの活

動に対

する支

援の充

実

法務省は、更生保護ボランティアの活動を促

進するため、更生保護女性会やBBS会といっ

た更生保護ボランティアに対する研修の充実

を図るとともに、積極的な広報等により、担

い手の確保を図る。また、地域の中で困難を

抱える人を支援するため、更生保護ボラン

ティアの活動に対する支援の充実を図る。

（修文）

法務法務省は、更生保護ボランティアの活動を促

進するため、更生保護ボランティアに対する

研修の充実を図るとともに、ＢＢＳ会による

学習支援などの更生保護ボランティア活動に

対する支援の充実を図る。また、法務省は、

保護観察対象者等の指導・支援を担当してい

る保護司が、保護司相互の相談・研修等の機

会が得られるようにするとともに、保護司会

の活動である保護司の適任者確保、“社会を

明るくする運動”等の広報・啓発活動、地域

の関係機関等と連携した再犯防止のための取

組等を促進するため、保護司経験者や専門的

知見を有する者からの助言等を受けられるよ

うにすることを含めた保護司会の活動に対す

る支援の充実を図る。

イ

更生保

護ボラ

ンティ

アの活

動に対

する支

援の充

実

92100 法務

②

民間ボ

ラン

ティア

等の活

動に対

する支

援の充

実

②

民間ボ

ラン

ティア

等の活

動に対

する支

援の充

実

99 91 ①

民間ボ

ラン

ティア

の活動

に対す

る支援

の充実

ア

少年警

察ボラ

ンティ

ア等の

活動に

対する

支援の

充実

警察庁は、少年警察ボランティアの活動を促

進するため、少年警察ボランティアの活動に

対して都道府県警察が支給する謝金等の補助

や、都道府県警察や民間団体が実施する少年

警察ボランティア等に対する研修への協力を

推進するなどして、少年警察ボランティア等

の活動に対する支援の充実を図る。

②

民間ボ

ラン

ティア

の活動

に対す

る支援

の充実

ア

少年警

察ボラ

ンティ

ア等の

活動に

対する

支援の

充実

警察庁は、少年警察ボランティアの活動を促

進するため、少年警察ボランティアの活動に

対して都道府県警察が支給する謝金等の補助

や、都道府県警察や民間団体が実施する少年

警察ボランティア等に対する研修への協力を

推進するなどして、少年警察ボランティア等

の活動に対する支援の充実を図る。

警察 （

３

）

民

間

協

力

者

（

保

護

司

を

除

く

）

の

活

動

の

促

進
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

101 93 ウ

更生保

護サ

ポート

セン

ターの

設置の

推進

法務省は、保護司と保護観察対象者等との面

接場所や保護司組織の活動拠点を確保すると

ともに、更生保護ボランティアと地域の関係

機関等との連携を促進するため、総務省の協

力を得て、地方公共団体等と連携して、地域

における更生保護ボランティアの活動の拠点

となる更生保護サポートセンターの設置を着

実に推進する。

総

務、

法務

（６７に統合）
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

103 72 イ

弁護

士・弁

護士会

との連

携強化

法務省は、犯罪をした者等に対して、切れ目

のない効果的な支援を実施していく上で、刑

事司法手続が進行中の段階から終了した後ま

で継続的な関わりができる弁護士・弁護士会

との連携が重要であることに鑑み、入口支援

を始めとする再犯防止・社会復帰支援分野に

おける弁護士・弁護士会との連携の在り方を

検討し、連携の強化を図る。

（新規）

法務

法務省は、保護司、篤志面接委員、教誨師等

民間協力者が有する特性を踏まえつつ、民間

協力者の負担が大きくならないよう留意しな

がら民間協力者との適切な役割分担を図り、

効果的な連携体制を構築する。また、法務省

は、再犯の防止等において、弁護士が果たし

ている役割に鑑み、弁護士との連携を強化し

ていく。

法務法務 71 ②

民間協

力者と

の連携

強化

ア

地域の

民間協

力者の

開拓及

び一層

の連携

等

法務省は、再犯の防止等に関する施策を推進

する上で、民間協力者が果たす役割の重要性

に鑑み、地域で再犯の防止等に資する取組を

行うNPO法人、社会福祉法人、企業、弁護

士、社会福祉士や、自らの社会復帰経験に基

づいて相互理解や支援をし合う自助グループ

といった民間協力者の把握に努めるととも

に、そうした民間協力者を積極的に開拓し、

より一層の連携を図る。また、矯正施設にお

いて、民間事業者の協力を得ながら、外部通

勤作業・院外委嘱指導等を活用して、社会内

での指導機会の拡大を図るとともに、保護観

察所において、自助グループや当事者団体を

含む民間団体の協力を得ながら、効果的な指

導・支援の充実を図るなど、広く地域の民間

協力者と連携した指導等を推進する。加え

て、篤志面接委員や教誨師等、かねてから、

犯罪をした者等の立ち直りに向けた取組を実

施してきた民間協力者の特性や役割を踏ま

え、効果的な連携を図る。

（旧８５、９８を統合）

102 98 ⑤

 民間協

力者と

の連携

の強化

ア適切

な役割

分担に

よる効

果的な

連携体

制の構

築
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

104 94 ③

 更生保

護施設

による

再犯防

止活動

の促進

等

ア

更生保

護施設

の地域

拠点機

能の強

法務省は、更生保護施設が、更生保護施設等

を退所した者にとって、地域社会に定着でき

るまでの間の最も身近かつ有効な支援者であ

ることを踏まえ、更生保護施設が地域で生活

する刑務所出所者等に対する支援や処遇を実

施するための体制整備を図る。

法務 （２０、８７に統合）

（２０に統合）105 95 イ

更生保

護事業

の在り

方の見

直し

法務省は、更生保護施設が、一時的な居場所

の提供だけではなく、犯罪をした者等の処遇

の専門施設として、高齢者又は障害のある

者、薬物依存症者に対する専門的支援や地域

における刑務所出所者等の支援の中核的存在

としての機能が求められるなど、現行の更生

保護施設の枠組が構築された頃と比較して、

多様かつ高度な役割が求められるようにな

り、その活動は難しさを増していることを踏

まえ、これまでの再犯防止に向けた取組の中

で定められた目標の達成に向け、更生保護事

業の在り方について検討を行い、２年以内を

目途に結論を出し、その結論に基づき所要の

措置を講じる。

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

107 97 イ

社会的

成果

（イン

パク

ト）評

価に関

する調

査研究

法務省は、関係府省の協力を得て、民間の団

体等が行う再犯の防止等に関する活動におけ

る社会的成果（インパクト）評価に関する調

査研究を行い、２年以内を目途に結論を出

し、再犯の防止等に関する活動を行う民間団

体等に対してその調査結果を提供し、共有を

図る。

法務 （７４に統合）

（更生保護活動を担う人材確保への協力）

道のホームページ等において、保護司会や更

生保護女性会、BBS会等の活動を積極的に周

知するとともに、新たに更生保護ボランティ

ア等での活動を希望する方には、保護観察所

への相談を呼びかけるなど、人材の確保に協

力します。

環境生活

部

①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

（更生保護活動を担う人材確保への協力）

道のホームページ等において、保護司会や更

生保護女性会、BBS会等の活動を積極的に周

知するとともに、新たに更生保護ボランティ

ア等での活動を希望する方には、保護観察所

への相談を呼びかけるなど、人材の確保に協

力します。

環境生活

部

4675 （

１

）

民

間

協

力

者

の

活

動

の

促

進

等

①

民間ボ

ラン

ティア

の確保

④

民間協

力者の

確保及

びその

活動に

関する

広報の

充実

ア

民間協

力者の

活動に

関する

広報の

充実

警察庁及び法務省は、国民の間に、再犯の防

止等に協力する気持ちを醸成するため、少年

警察ボランティアや更生保護ボランティア

等、民間協力者の活動に関する広報の充実を

図る。

警

察、

法務

46 （

１

）

民

間

協

力

者

の

活

動

の

促

進

等

108 88 （

１

）

民

間

協

力

者

の

活

動

の

促

進

等

①

 民間ボ

ラン

ティア

の確保

ア

民間ボ

ラン

ティア

の活動

に関す

る広報

の充実

警察庁及び法務省は、国民の間に、再犯の防

止等に協力する気持ちを醸成するため、少年

警察ボランティアや更生保護ボランティア等

の活動に関する広報の充実を図る。

警

察、

法務

法務 74 ③

民間の

団体等

の創意

と工夫

による

再犯防

止活動

の促進

法務省は、再犯防止分野において、ソーシャ

ル・インパクト・ボンド（SIB）を含む成果

連動型民間委託契約方式（PFS）事業を推進

するとともに、地方公共団体に対してもPFS

を活用した再犯防止事業の導入に向けた支援

を行うなどして、民間事業者が持つ資金・ノ

ウハウを活用した再犯防止活動の促進を図

る。

（旧９６、９７を統合）

法務106 96 ④

 民間の

団体等

の創意

と工夫

による

再犯防

止活動

の促進

ア

再犯防

止活動

への民

間資金

の活用

の検討

法務省は、更生保護法人のほか、ＮＰＯ法

人、社団法人、財団法人その他各種の団体等

が、再犯の防止等に関する活動を行うための

民間資金を活用した支援の在り方について検

討を行い、２年以内を目途に結論を出し、そ

の結論に基づき施策を実施する。
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

109 99 イ

犯罪を

した者

等に関

する情

報提供

法務省は、警察庁、文部科学省及び厚生労働

省の協力を得て、犯罪をした者等に対して国

や地方公共団体が実施した指導・支援等に関

する情報その他民間協力者が行う支援等に有

益と思われる情報について、個人情報等の適

切な取扱いに十分配慮しつつ、民間協力者に

対して適切に情報提供を行う。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

73 ウ

犯罪を

した者

等に関

する情

報提供

法務省は、警察庁、文部科学省及び厚生労働

省の協力を得て、犯罪をした者等に対して国

や地方公共団体が実施した指導・支援等に関

する情報その他民間協力者が行う支援等に有

益と思われる情報について、個人情報等の適

正な取扱いを確保しつつ、民間協力者に対し

て適切に情報提供を行う。

（順番入替え）

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

110 ## ウ

犯罪を

した者

等の支

援に関

する知

見等の

提供・

共有

法務省は、警察庁、文部科学省及び厚生労働

省の協力を得て、民間協力者に対し、犯罪を

した者等に対する指導・支援に関する調査研

究の成果を提供するほか、矯正施設、保護観

察所等の刑事司法関係機関の職員を民間協力

者の実施する研修等へ講師として派遣するな

どし、民間協力者に対して犯罪をした者等の

支援に関する知見等を提供し、共有を図る。

警

察、

法

務、

文

科、

厚生

（９４へ移動）

55 （保護司の表彰）

多年にわたり、更生保護に貢献し、その功績

が顕著な保護司の表彰を行います。（再掲）

環境生活

部

55 （保護司の表彰）

多年にわたり、更生保護に貢献し、その功績

が顕著な保護司の表彰を行います。（再掲）

（P41、P46）

環境生活

部

56 （暴力追放団体等の表彰）

暴力追放等の取組に貢献した地域暴力追放団

体、職域暴力追放団体及び個人の表彰を行い

ます。

警察本部 56 （暴力追放団体等の表彰）

暴力追放等の取組に貢献した地域暴力追放団

体、職域暴力追放団体及び個人の表彰を行い

ます。

警察本部

②

民間協

力者に

対する

表彰

内閣官房及び法務省は、民間協力者による再

犯の防止等に関する活動を更に普及・促進す

るとともに、新たな活動の道を開く民間協力

者の開拓にも資するよう、再犯を防止する社

会づくりに功績・功労があった民間協力者を

表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者

表彰」を引き続き実施し、効果的な広報に努

める。

## ②

民間協

力者に

対する

表彰

内閣官房及び法務省は、民間協力者による優

れた再犯の防止等に関する活動を広く普及

し、民間の個人・団体等による再犯の防止等

に関する活動を促進するため、再犯を防止す

る社会づくりについて功績・功労があった民

間協力者に対する表彰を実施する。

内閣

官

房、

法務

イ

民間協

力者に

対する

表彰

111 76 内閣

官

房、

法務

②

民間協

力者に

対する

表彰
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

6

113 78 関係する国の機関や民間団体等で構成する

「北海道再犯防止推進会議」を設置し、支援

に関する情報の共有や本計画の推進上の課題

等について協議を行うなど、道内各地域で関

係機関相互の連携強化を図ります。（再掲）

（P47、P49）

環境生活

部

（市町村への情報提供等）

市町村における再犯防止に資する取組を促進

し、関連施策の有機的連携を確保するため、

必要な情報提供を行うとともに、各種施策の

検討・推進に協働して取り組みます。（再

掲）（P47、P49）

（道営住宅への入居における配慮）

道営住宅への入居に当たっては、既存入居者

や入居希望者の方々の理解を深めていく必要

があるため、各施策における普及啓発活動や

住宅支援の状況を注視しながら、十分勘案の

上、配慮していきます。（再掲）

（P13、P47）

建設部

イ

都道府

県によ

る再犯

の防止

等の推

進に向

けた取

組の促

進

法務省は、都道府県が、各地域の実情も踏ま

え、域内の市区町村と連携し、再犯の防止等

に関する取組を切れ目なく実施するために必

要な調整や体制構築を行うなどして、前記の

役割を十全に果たすことができるよう、都道

府県に対して適切な情報提供や体制の整備に

関する支援等を行う。

（新規）

法務 ③

北海道

による

再犯防

止等の

推進に

向けた

取組

【地域による包摂を推進するための取組】　【地方公共団体との連携強化等のための取組】

法務法務省は、市区町村が、犯罪をした者等の

個々のニーズに応じた伴走型支援を実施する

などして、前記の役割を十全に果たすことが

できるよう、都道府県とも連携しつつ、市区

町村と刑事司法関係機関との連携体制を構築

し、犯罪をした者等が必要な行政サービスを

受けられるための市区町村に対するつなぎや

情報の提供、行政サービスにつながった後の

助言等の必要な支援を行う。また、市区町村

に対し、行政サービスの提供に当たっては、

重層的支援体制整備事業における相談支援や

支援会議、基幹相談支援センターによる相談

等の活用が考えられることを周知する。さら

に、矯正施設が所在する市区町村等と連携協

力し、再犯防止にも地方創生にも資する取組

を一層推進する。

（新規）

①

地方公共

団体によ

る再犯の

防止等の

推進に向

けた取組

の支援

ア

市区町村

による再

犯の防止

等の推進

に向けた

取組の促

進

（

２

）

地

方

公

共

団

体

と

の

連

携

強

化

等

77112
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

③

北海道

による

再犯防

止等の

推進に

向けた

取組

（特性に応じた専門的支援）

道立精神保健福祉センターでは、盗撮等の性

に関する問題行動が止められない方に対する

取り組みとして、「性的行動に関するワーク

ブック」を札幌保護観察所の協力を得て作

成、更に、これをベースに「万引き行動に関

するワークブック」を作成し、万引きが止め

られない方への支援を行っている。

保健福祉

部

115 ## イ

地域社

会にお

ける再

犯の防

止等に

関する

実態把

握のた

めの支

援

法務省は、地域における犯罪をした者等の実

情や支援の担い手となり得る機関・団体の有

無等といった、地域において再犯の防止等に

関する取組を進める上で必要な実態把握に向

けた調査等を行う地方公共団体の取組を支援

する。

法務 （削除）

116 ## エ

資金調

達手段

の検討

の促進

法務省は、関係府省の協力を得て、地方公共

団体に対して、地域における再犯の防止等に

関する施策や民間の団体等の活動を推進する

ための資金を調達する手段の検討を働き掛け

ていく。

法務 （７４に統合）

（削除）114 ## （

１

）

地

方

公

共

団

体

と

の

連

携

強

化

等

①

地方公

共団体

による

再犯の

防止等

の推進

に向け

た取組

の支援

ア

再犯防

止担当

部署の

明確化

法務省は、総務省の協力を得て、全ての地方

公共団体に再犯の防止等を担当する部署を明

確にするよう、必要な働き掛けを実施する。

総

務、

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

関係する国の機関や民間団体等で構成する

「北海道再犯防止推進会議」を設置し、支援

に関する情報の共有や本計画の推進上の課題

等について協議を行うなど、道内各地域で関

係機関相互の連携強化を図ります。（再掲）

（P47、P49）

（市町村への情報提供等）

市町村における再犯防止に資する取組を促進

し、関連施策の有機的連携を確保するため、

必要な情報提供を行うとともに、各種施策の

検討・推進に協働して取り組みます。（再

掲）（P47、P49）

57 関係する国の機関や民間団体等で構成する

「北海道再犯防止推進会議」を設置し、支援

に関する情報の共有や本計画の推進上の課題

等について協議を行うなど、道内各地域で関

係機関相互の連携強化を図ります。

環境生活

部

57 関係する国の機関や民間団体等で構成する

「北海道再犯防止推進会議」を設置し、支援

に関する情報の共有や本計画の推進上の課題

等について協議を行うなど、道内各地域で関

係機関相互の連携強化を図ります。

（P46、P48）

環境生活

部

58 （市町村への情報提供等）

市町村における再犯防止に資する取組を促進

し、関連施策の有機的連携を確保するため、

必要な情報提供を行うとともに、各種施策の

検討・推進に協働して取り組みます。

環境生活

部

58 （市町村への情報提供等）

市町村における再犯防止に資する取組を促進

し、関連施策の有機的連携を確保するため、

必要な情報提供を行うとともに、各種施策の

検討・推進に協働して取り組みます。

（P47、P49）

環境生活

部

59 （道の各種支援制度の情報提供）

・道の各種支援制度について、ホームページ

を通じてわかりやすく提供し、犯罪をした人

等を支援する関係機関等が活用できるよう努

めます。

環境生活

部

59 （道の各種支援制度の情報提供）

・道の各種支援制度について、ホームページ

を通じてわかりやすく提供し、犯罪をした人

等を支援する関係機関等が活用できるよう努

めます。

環境生活

部

環境生活

部

法務省は、地方公共団体における再犯の防止

等に関する施策の企画・立案及び評価等に資

するよう、各府省の協力を得て、国における

再犯の防止等に関する施策についての情報や

関連する統計情報を適切に提供するととも

に、市区町村単位の統計情報の把握・提供方

法について早期に検討し、その提供を実現す

る。また、法務省は、地方公共団体が犯罪を

した者等に対する支援等を行うために必要な

犯罪をした者等の個人に関する情報等につい

て、それらの情報を提供するための方策を検

討した上で、個人情報等の適正な取扱いを確

保しつつ、適切に提供する。

（修文）

各府

省

④

地方再

犯防止

推進計

画の策

定等の

支援

②

地方再

犯防止

推進計

画の策

定等の

支援

法務省は、地方再犯防止推進計画が未策定で

ある地方公共団体に対し、矯正官署や保護観

察所等の刑事司法関係機関や都道府県を通じ

るなどして、地域の実情に応じて地方再犯防

止推進計画を策定できるよう支援する。支援

に当たっては、地域福祉計画の活用を含む地

方再犯防止推進計画策定の手引を必要に応じ

て改訂するなどして、策定のために必要な情

報を提供する。また、既に地方再犯防止推進

計画を策定済みの地方公共団体に対しては、

その改訂や取組状況の評価等のために必要な

支援を実施する。

（３９、１０８を統合）

法務117 ## ②

地方再

犯防止

推進計

画の策

定等の

促進

法務省は、地方公共団体において、再犯の防

止等に関する施策の検討の場が設けられるよ

う、また、地域の実情を踏まえた地方再犯防

止推進計画が早期に策定されるよう働き掛け

る。法務省は、警察庁、総務省、文部科学

省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及

び国土交通省の協力を得て、再犯の現状や動

向、推進計画に基づく施策の実施状況等に関

する情報を提供するなど、地方公共団体が地

方再犯防止推進計画や再犯防止に関する条例

等、地域の実情に応じて再犯の防止等に関す

る施策を検討・実施するために必要な支援を

実施する。

警

察、

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

79

（

１

）

国

・

市

町

村

・

民

間

団

体

等

と

の

連

携

強

化

①

連携体

制の整

備

②

地域の

関係機

関・団

体に対

する情

報提供

等

（

１

）

国

・

市

町

村

・

民

間

団

体

等

と

の

連

携

強

化

118 ## ③

地方公

共団体

との連

携の強

化

ア

犯罪を

した者

等の支

援等に

必要な

情報の

提供

法務省は、警察庁、文部科学省、厚生労働省

及び国土交通省の協力を得て、地方公共団体

に対し、国が犯罪をした者等に対して実施し

た指導・支援等に関する情報その他地方公共

団体が支援等を行うために必要な情報につい

て、個人情報等の適切な取扱いに十分配慮し

つつ、適切に情報を提供する。

警

察、

法

務、

文

科、

厚

労、

国交

80 ③

地方公

共団体

との連

携の強

化

ア

犯罪を

した者

等の支

援等に

必要な

情報の

提供

①

連携体

制の整

備

②

地域の

関係機

関・団

体に対

する情

報提供

等
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

119 ## イ

犯罪を

した者

等の支

援に関

する知

見等の

提供・

共有

法務省は、警察庁、文部科学省及び厚生労働

省の協力を得て、犯罪をした者等に対する指

導・支援に関する調査研究等の成果を提供す

るほか、矯正施設、保護観察所等の刑事司法

関係機関の職員を地方公共団体の職員研修等

へ講師として派遣するなどし、地方公共団体

に対して犯罪をした者等の支援に関する知見

等を提供し、共有を図る。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

81 イ

再犯の

防止等

の推進

に関す

る知見

等の提

供及び

地方公

共団体

間の情

報共有

等の推

進

法務省は、地方公共団体に対して、犯罪をし

た者等に対する専門的な指導・支援等に関す

る調査研究等の成果を提供するほか、矯正官

署、保護観察所等の刑事司法関係機関の職員

を地方公共団体の職員研修等へ講師として派

遣するなど、再犯の防止等に関する知見を提

供する。また、協議会の開催等を通じ、先進

的な取組や好事例、課題等について各地方公

共団体間での共有を図る。

（修文）

法務

120 ## ウ

地域の

ネット

ワーク

におけ

る取組

の支援

法務省は、刑事司法手続を離れた者を含むあ

らゆる犯罪をした者等が、地域において必要

な支援を受けられるようにするため、警察

庁、総務省、文部科学省、厚生労働省及び国

土交通省の協力を得て、地域の実情に応じ

て、刑事司法関係機関、地方公共団体等の公

的機関や保健医療・福祉関係機関、各種の民

間団体等の地域の多様な機関・団体が連携し

た支援等の実施に向けたネットワークにおけ

る地方公共団体の取組を支援する。

警

察、

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

国交

82 （

２

）

地

方

公

共

団

体

と

の

連

携

強

化

等

ウ

地域の

ネット

ワーク

におけ

る取組

の支援

法務省は、刑事司法手続を離れた者を含むあ

らゆる犯罪をした者等が、地域において必要

な支援を受けられるようにするため、警察

庁、総務省、文部科学省、厚生労働省及び国

土交通省の協力を得て、地域における国・地

方公共団体・民間協力者等の多様な機関・団

体による支援ネットワークの構築を推進する

とともに、ネットワークにおける地方公共団

体の取組を支援する。

警

察、

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

国交

121 ## ウ

国・地

方協働

による

施策の

推進

法務省は、警察庁、総務省、文部科学省、厚

生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土

交通省の協力を得て、国と地方公共団体にお

ける再犯の防止等に関する施策を有機的に連

携させ、総合的かつ効果的な再犯の防止等に

関する対策を実施するため、国と地方公共団

体の協働による再犯の防止等に関する施策の

実施を推進する。

警

察、

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

農

（削除）
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

122 ## エ

国の施

策に対

する理

解・協

力の促

進

警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省及び国土交通省は、

必要に応じ総務省の協力を得て、国が実施す

る再犯の防止等に関する施策について、地方

公共団体に対して周知を図り、必要な協力が

得られるよう働き掛けていくとともに、地方

公共団体においても、地域の状況に応じつ

つ、国が実施する再犯の防止等に関する施策

と同様の取組を実施するよう働き掛けてい

く。

警

察、

総

務、

法

務、

文

科、

厚

労、

農

林、

経

済、

国交

（削除）

123 83 （

３

）

支

援

の

連

携

強

化

(1)

具体的

施策

①

更生保

護に関

する地

域援助

の推進

法務省は、刑法等の一部を改正する法律によ

る改正後の更生保護法の規定に基づき、保護

観察所において、更生保護に関する専門的知

識を活用し、地域住民、地方公共団体、民間

団体等からの相談に応じて必要な情報の提

供、助言等を行うことを通じ、関係機関等に

よる犯罪をした者等に対する支援の充実を図

る。

（新規）

法務

124 84 ②

更生保

護地域

連携拠

点事業

の充実

等

法務省は、「更生保護地域連携拠点事業」に

おける、犯罪をした者等が困ったときに身近

に相談できる場所や日常の居場所を地域に確

保したり支援団体による地域支援ネットワー

クを構築するなどの支援体制の整備業務や、

犯罪をした者等に対する支援を行う民間協力

者からの相談に応じるなどの支援者支援業務

を充実させることにより、地域における“息

の長い”支援を推進する。

（新規）

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

125 85 ③

法務少

年支援

セン

ターに

おける

地域援

助の充

実

法務省は、法務少年支援センター（少年鑑別

所）において、非行・犯罪をした者や、その

支援を行う関係機関等の依頼に適切に対応で

きるよう、地域における多機関連携を一層強

化する。また、支援を必要とする当事者等の

利便性向上の観点から、WEB面談システム

の活用や、関係機関に赴くなどのアウトリー

チ型の支援等について検討を進めるととも

に、地域援助に関する制度の周知広報のため

の取組を積極的に推進するなどして、地域援

助の充実を図る。

（新規）

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

127 87 ②

更生保

護施設

による

訪問支

援事業

の拡充

法務省は、更生保護施設が、更生保護施設等

を退所した者にとって、地域社会に定着でき

るまでの間の最も身近かつ有効な支援者であ

ることを踏まえ、訪問支援事業を早期に全国

展開するなど、更生保護施設が地域で生活す

る犯罪をした者等に対して継続的なアウト

リーチ型支援を実施するための体制の整備を

図る。

（新規）

法務

126 86 (４)相

談で

きる

場所

の充

実

(1)

具体的

施策

①

刑執行

終了者

等に対

する援

助の充

実

法務省は、保護観察所において、刑法等の一

部を改正する法律による改正後の更生保護法

の規定に基づき、仮釈放や仮退院の期間を満

了した者等から、電話やメールによるものを

含め相談を受けるなどした場合、その改善更

生を図るために必要があると認めるときは、

保護観察所において、その意思に反しないこ

とを確認した上で、更生保護に関する専門的

知識を活用し、その特性や支援ニーズに応じ

た情報の提供、助言等を行うほか、地域の関

係機関による支援につながるよう、必要な調

整その他の援助を行う。

（新規）

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

7

128 ## （

１

）

関

係

機

関

の

人

的

・

物

的

体

制

の

整

備

等

①

関係機

関にお

ける人

的体制

の整備

警察庁、法務省及び厚生労働省は、関係機関

において、本計画に掲げる具体的施策を適切

かつ効果的に実施するために必要な人的体制

の整備を着実に推進する。

警

察、

法

務、

厚労

88 （

１

）

再

犯

防

止

に

向

け

た

基

盤

の

整

備

等

①

関係機

関にお

ける人

的・物

的体制

の整備

ア

関係機

関にお

ける人

的体制

の整備

警察庁、法務省及び厚生労働省は、関係機関

において、本計画に掲げる具体的施策を適切

かつ効果的に実施するために必要な人的体制

の整備を着実に推進する。

警

察、

法

務、

厚労

129 ## ②

関係機

関の職

員等に

対する

研修の

充実等

警察庁、法務省、文部科学省及び厚生労働省

は、再犯の防止等に関する施策が、犯罪をし

た者等の円滑な社会復帰を促進するだけでな

く、犯罪予防対策としても重要であり、安全

で安心して暮らせる社会の実現に寄与するも

のであることを踏まえ、刑事司法関係機関の

職員のみならず、警察、ハローワーク、福祉

事務所等関係機関の職員、学校関係者等に対

する教育・研修等の充実を図る。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

89 イ

関係機

関の職

員等に

対する

研修の

充実等

警察庁、法務省、文部科学省及び厚生労働省

は、再犯の防止等に関する施策が、犯罪をし

た者等の円滑な社会復帰を促進するだけでな

く、犯罪予防対策としても重要であり、安全

で安心して暮らせる社会の実現に寄与するも

のであることを踏まえ、刑事司法関係機関の

職員のみならず、警察、ハローワーク、福祉

事務所等関係機関の職員、学校関係者等に対

する教育・研修等の充実を図る。

警

察、

法

務、

文

科、

厚労

【関係機関の人的・物的体制の整備等のための取組】 【関係機関の人的・物的体制の整備等のための取組】
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

130 ## ③

矯正施

設の環

境整備

法務省は、矯正施設について、耐震対策を行

うとともに、医療体制の充実、バリアフリー

化、特性に応じた効果的な指導・支援の充実

等のための環境整備を着実に推進する。

法務 90 ウ

矯正施

設の環

境整備

法務省は、矯正施設について、引き続き、耐

震対策を行いつつ、医療体制の充実強化及び

バリアフリー化に取り組む。また、被収容者

の特性に応じた処遇の充実強化及び新設され

る「刑の執行段階等における被害者等の心情

等の聴取・伝達制度」の適切な運用等のため

の環境整備を着実に推進する。

（修文）

法務

131 91 ②

業務の

デジタ

ル化、

効果検

証の充

実等

ア

矯正行

政・更

生保護

行政の

デジタ

ル化と

データ

活用に

よる処

遇等の

充実の

ための

基盤整

備

法務省は、受刑者等の情報を管理する業務シ

ステムの刷新により、情報をデジタル化し、

一元的管理を推進することで、矯正行政の効

率化を図るとともに、より精度の高いデータ

に基づく処遇の実態把握や再犯防止効果の可

視化を通じて矯正処遇の一層の充実を図る。

また、保護司活動の負担低減、データ活用に

よる保護観察の高度化、刑事手続と保護司活

動とのデータ連係等に向けて、更生保護業務

全般のデジタル化に取り組み、保護観察処遇

等を一層充実させるための基盤を整備する。

（新規）

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

132 92 イ

再犯状

況の把

握と効

果的な

処遇の

実施に

向けた

一層の

情報連

携と高

度利活

用

法務省は、再犯の状況をより迅速かつ詳細に

把握し、効果的な処遇を実施するため、刑事

司法における情報通信技術の活用状況等を踏

まえて、検察庁・矯正施設・保護観察所等の

保有する情報の一層の連携を促進するととも

に、刑事情報連携データベースの機能等を見

直してその効率化・高度化を図る。また、連

携した情報のより効果的な利活用方策を検討

し、犯罪や非行の実態等に関する調査研究を

推進する。

（新規・一部旧８７から移動）

法務

133 93 ウ

再犯防

止施策

の効果

検証の

充実と

検証結

果等を

踏まえ

た施策

の推進

法務省は、就労支援を受けた者のその後の就

労継続の状況や薬物依存のある者を地域にお

ける治療・支援につなげることによる効果を

把握する方法を検討するなど、再犯の防止等

に関する施策についての効果検証の一層の充

実を図る。また、効果検証の結果や、社会復

帰を果たした者等が犯罪や非行から離脱する

ことができた要因を踏まえ、施策の見直しを

含め、再犯の防止等に関する施策の一層の推

進を図る。

（新規・一部旧８７から移動）

法務

134 94 ③

再犯防

止関係

者の人

材育成

等

法務省は、研修等を通じ、地方公共団体や民

間協力者等との知見の共有や相互の情報交換

等を行うことで、再犯の防止等に関わる専門

人材や理解者の育成を図る。また、相互理解

の促進や連携強化のため、地方公共団体等と

の人事交流の積極化を図る。

（新規・一部旧１００から移動）

法務
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施策 取組 担当

省庁

施策 取組 担当

省庁

施策 取組 関係部局 施策 取組 関係部局

【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)

番

号

大

項

目

大

項

目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し

番

号

【道】北海道再犯防止推進計画(令和3年年3月)

大

項

目

番

号

番

号

大

項

目

各府

省

50 （「社会を明るくする運動」による理解の促

進）

北海道地方更生保護委員会等と連携し、「社

会を明るくする運動」や再犯防止啓発月間の

機会などを通じて、犯罪や非行の防止と犯罪

をした人等の更生について理解を深める取組

を推進します。

環境生活

部

50 （「社会を明るくする運動」による理解の促

進）

北海道地方更生保護委員会等と連携し、「社

会を明るくする運動」や再犯防止啓発月間の

機会などを通じて、犯罪や非行の防止と犯罪

をした人等の更生について理解を深める取組

を推進します。

環境生活

部

51 （各種啓発事業を通じた理解の促進）

市町村や「社会を明るくする運動」関係団体

が主催するセレモニーやパレード等の各種事

業において、犯罪や非行防止について広く啓

発を実施します。

警察本部 51 （各種啓発事業を通じた理解の促進）

市町村や「社会を明るくする運動」関係団体

が主催するセレモニーやパレード等の各種事

業において、犯罪や非行防止について広く啓

発を実施します。

警察本部

52 （市町村との連携による取組）

「社会を明るくする運動」の住民への認知を

高めていくため、市町村に対し、本運動の趣

旨への理解と協力を依頼します。

環境生活

部

52 （市町村との連携による取組）

「社会を明るくする運動」の住民への認知を

高めていくため、市町村に対し、本運動の趣

旨への理解と協力を依頼します。

環境生活

部

53 （青少年の非行防止に向けた啓発活動）

青少年の非行・被害防止道民総ぐるみ運動強

調月間（７月）において、関係機関が連携し

て非行防止のための啓発活動を行います。

（再掲）

環境生活

部

53 （青少年の非行防止に向けた啓発活動）

青少年の非行・被害防止道民総ぐるみ運動強

調月間（７月）において、関係機関が連携し

て非行防止のための啓発活動を行います。

（再掲）（P27、P55）

環境生活

部

54 （地域生活定着支援センターの取組の理解の

促進）

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

円滑な社会復帰や地域生活への定着に向けた

北海道地域生活定着支援センターにおける取

組について、地域の理解を得られるよう、普

及啓発活動を行います。

保健福祉

部

54 （地域生活定着支援センターの取組の理解の

促進）

矯正施設出所後に自立した生活を営むことが

困難と認められる高齢者や障がいのある人の

円滑な社会復帰や地域生活への定着に向けた

北海道地域生活定着支援センターにおける取

組について、地域の理解を得られるよう、普

及啓発活動を行います。

保健福祉

部
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135 ## （

２

）

広
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等

①

再犯防

止に関

する広

報・啓

発活動

の推進

ア

啓発事

業等の

実施

法務省は、各府省、地方公共団体、民間協力

者と連携して、推進法第６条に規定されてい

る再犯防止啓発月間において、国民の間に広

く犯罪をした者等の再犯の防止等についての

関心と理解を深めるための事業の実施を推進

するとともに、検察庁、矯正施設、保護観察

所等の関係機関における再犯の防止等に関す

る施策や、その効果についての積極的な情報

発信に努める。また、“社会を明るくする運

動”においても、推進法の趣旨を踏まえて、

再犯の防止等についてより一層充実した広

報・啓発活動が行われるよう推進するととも

に、広く国民各層に関心をもってもらうきっ

かけとするため、効果検証を踏まえて、広報

媒体や広報手法の多様化に努める。

各府

省

法務省は、各府省、地方公共団体、民間協力

者と連携して、再犯防止啓発月間や“社会を

明るくする運動”強調月間を中心として、広

く国民が犯罪をした者等の再犯の防止等につ

いての関心と理解を深めるための事業を推進

するとともに、検察庁、矯正施設、保護観察

所等の関係機関における再犯の防止等に関す

る施策や、その効果についての積極的な情報

発信に努める。また、広く国民各層に訴える

広報媒体や広報手法を用いるよう努める。

（修文）
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【道】北海道再犯防止推進計画一部見直し(令和○年○月)
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目

【国】第二次再犯防止推進計画(R5年度～R9年度末までの5年間 )(新)

番

号

【国】再犯防止推進計画(H30年度～R4年度末までの5年間 )(旧)通

し
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目
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号
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136 ## イ

法教育

の充実

法務省は、文部科学省の協力を得て、再犯の

防止等に資するための基礎的な教育として、

法や司法制度及びこれらの基礎となっている

価値を理解し、法的なものの考え方を身に付

けるための教育を推進する。加えて、法務省

は、再犯の防止等を含めた刑事司法制度に関

する教育を推進し国民の理解を深める。

法

務、

文科

96 イ

法教育

の充実

法務省は、文部科学省の協力を得て、再犯の

防止等に資する基礎的な教育として、法や司

法制度及びこれらの基礎となっている価値を

理解し、法的なものの考え方を身に付けるた

めの教育を推進する。加えて、法務省は、再

犯の防止等を含めた刑事司法制度に関する教

育を推進し国民の理解を深める。

法

務、

文科

142

59 88
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